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1.  平成23年3月期の業績（平成22年4月1日～平成23年3月31日） 

 

(2) 財政状態 

 

(3) キャッシュ・フローの状況 

  

(1) 経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

23年3月期 2,077 75.5 417 ― 362 ― 260 ―
22年3月期 1,183 △16.1 △199 ― △245 ― △347 ―

1株当たり当期純利益 潜在株式調整後1株当たり
当期純利益

自己資本当期純利
益率

総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

23年3月期 5,222.92 ― 8.7 2.0 20.1
22年3月期 △6,887.32 ― ― ― ―

（参考） 持分法投資損益 23年3月期  ―百万円 22年3月期  ―百万円

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

23年3月期 22,428 3,139 13.9 62,763.52
22年3月期 14,142 2,912 20.4 57,734.81

（参考） 自己資本   23年3月期  3,112百万円 22年3月期  2,890百万円

営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高
百万円 百万円 百万円 百万円

23年3月期 567 △185 160 1,524
22年3月期 △74 △126 △38 982

2.  配当の状況 

（注）１．平成22年３月期の配当性向は、１株当たり当期純損失を計上しているため、記載をしておりません。 
   ２．平成24年３月期の配当予想につきましては、業績予想を開示していないため未定であります。 

年間配当金 配当金総額
（合計） 配当性向

純資産配当
率第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

22年3月期 ― 0.00 ― 500.00 500.00 25 ― 0.8
23年3月期 ― 0.00 ― 1,800.00 1,800.00 89 34.5 3.0
24年3月期(予想) ― ― ― ― ― 25.0

3.  平成24年3月期の業績予想（平成23年4月1日～平成24年3月31日） 
当社の業績は、外国為替市場や株式市場等の相場動向や市場流動性等のマーケット環境並びに国内外の経済環境等に大きく左右され、これらの複合的
な影響等について正確な予測をして業績予想を行うことは困難であるため、記載をしておりません。 

                  



4.  その他 
(1) 重要な会計方針の変更 

(2) 発行済株式数（普通株式） 

（注）１株当たり当期純利益の算定の基礎となる株式数については、39ページ「１株当たり情報」をご覧ください。 

① 会計基準等の改正に伴う変更  ： 有
② ①以外の変更  ： 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 23年3月期 54,591 株 22年3月期 54,591 株
② 期末自己株式数 23年3月期 5,004 株 22年3月期 4,523 株
③ 期中平均株式数 23年3月期 49,945 株 22年3月期 50,449 株

※ 監査手続の実施状況に関する表示 
●この決算短信は、金融商品取引法に基づく監査手続の対象外であり、この決算短信の開示時点において、金融商品取引法に基づく財務諸表の監査手
続は終了していません。 

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
●業績予想に関して 
 当社は、「３．平成24年３月期の業績予想」に記載のとおり、業績予想の開示に代わる代替手段として、月次ベースで顧客口座数、預り資産残高並びに
営業収益について、TDnet（適時開示情報伝達システム）を通じて開示しております。 
 
●配当予想金額に関して 
 平成24年３月期配当予想については、業績予想を開示していないため未定ではありますが、配当性向25％を基本方針に、その時々の業績動向や将来
見通し等を総合的に勘案して取り決めたいと考えております。なお、配当予想額については、開示が可能となった時点で速やかに開示いたします。 
 
●投資家向け説明会、説明資料の入手方法等 
 当社は、以下のとおり投資家向け説明会を開催する予定です。この説明会で配布した資料、動画等については、開催後速やかに当社ホームページで掲
載する予定です。 
・平成23年５月24日（火）・・・・・・機関投資家、アナリスト向け決算説明会 
 
 上記説明会のほかにも、当社では、個人投資家の皆様向けに適宜、事業・業績に関する説明会を開催する予定です。開催の予定等については、当社ホ
ームページをご確認ください。 
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当事業年度におけるわが国経済は、新興国経済の台頭と予断を許さない国際金融情勢を背景に、厳し

い雇用環境やデフレ状況下にある中でも確実に緩やかながらも回復基調を築きつつありましたが、３月

に発生した東日本大震災の国内経済に与える影響は計り知れず、電力供給の制約等で企業活動や個人消

費の停滞は免れず再び景気が停滞する可能性が高まり、先行きが見通しにくい状況に陥っています。 

その中にあって外国為替市場、特に米ドル／円相場は、期初に１米ドル＝93円台からスタートする

と、ギリシャ問題再燃や欧州信用不安の高まり、鳩山首相の辞任による国内政局の混迷等もあり、第１

四半期は87円台後半から94円台後半のレンジで推移いたしました。第２四半期は、参院選での民主党大

敗や米景気指標等に見られた先行き警戒感、また、民主党代表選後の仕掛け的な円買い、さらには、そ

の直後に実施された２兆円をも上回る円売り介入等も実施されたことで、82円台後半から89円台前半の

レンジで推移いたしました。第３四半期は、日銀による包括緩和策導入やＦＲＢによる量的緩和策（Ｑ

Ｅ２）拡大観測等があったものの、80円台前半から84円台半ばと比較的に狭いレンジで推移いたしまし

た。第４四半期は、日本の長期国債格下げやさらなる格下げ見通し報道、北アフリカ情勢の悪化やニュ

ージーランドで発生した地震の影響等で81円台前半から84円台目前で推移していましたが、東日本大震

災発生後は、対外資産換金の思惑やリスク回避の動き等から急速な円高圧力が高まり、一時戦後最高値

となる76円台までを示現すると、緊急Ｇ７での合意による日米欧カナダによる円売り協調介入が実施さ

れて円安基調に反転し、震災による原発問題や米国での量的緩和打ち止め観測の強まり等も相俟って83

円台前半まで円安ドル高が進行したところで期末を迎えました。 

米ドル／円以外に目を向けると、ユーロ／円相場は、期初に127円台後半からスタートしたものの、

アイルランド救済問題等による欧州債務危機拡大懸念等を背景に、総じて円高ユーロ安基調でありまし

たが、米ドル／円相場と同じく、東日本大震災を受けて急速な円高進行から106円台までを示現する

と、その後は協調介入の実施等から円安基調に変化し、ＥＣＢによる利上げ観測も材料視される中、期

末は117円台後半まで円安ユーロ高に推移いたしました。 

このような状況下において当社は、７月より「Ｍ２Ｊダイレクト」コースの売買単位を10,000通貨単

位から1,000通貨単位に引き下げたこと（南アフリカランド／円、香港ドル／円は除く）や、８月から

レバレッジ規制がスタートしたことにより、徐々にＦＸで資産運用を行うという顧客が増加傾向にある

こと、また、当社の認知率が向上しつつある中で効果的な広告宣伝を実施してきたことで経済ニュース

番組や雑誌記事等で取り上げて頂く機会にも恵まれ、特にトラップリピートイフダン(R)を用いた資産

運用での成功事例等が大きな訴求効果を生み、さらには、バーチャルトレードをＡＳＰ提供する等、顧

客獲得ツールの拡大を図ることにも一定の成果を積み重ねてきた結果、顧客口座数は、前事業年度末の

20,638口座から33,331口座（前事業年度末比61.5％増）へと大きく拡大いたしました。 

 業績面に関しては、第３四半期までの順調な業績の推移、預り資産残高の拡大や顧客口座数の増加と

いった収益基盤の拡大、年間通してトラップリピートイフダン(R)等の当社独自の注文発注手法が最適

にマッチするような相場展開だったこと等も要因となり、営業収益は2,077,811千円（前事業年度比

75.5％増）と、創業来最高だった上場直後の平成20年３月期の営業収益2,039,443千円を上回る結果と

なりました。営業費用は、昨年８月の証拠金規制がスタートする時期に前後して、顧客囲い込みとブラ

ンディング強化のために広告宣伝を今まで以上に積極的に行った時期もありましたが、当社の認知率上

昇やトラップリピートイフダン(R)の浸透で従来より効率的な顧客獲得が可能になってきたこともあ

り、1,660,797千円（前事業年度比20.0％増）となり、営業利益は417,013千円（前事業年度は営業損失

１．経営成績

（１）経営成績に関する分析
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199,737千円）となりました。営業外収益は、受取利息や助成金収入等により4,891千円、営業外費用

は、投資損失引当金繰入額等により58,962千円となった結果、経常利益は362,942千円（前事業年度は

経常損失245,113千円）となりました。また、特別利益として投資有価証券売却益を3,739千円、資産除

去債務会計基準の適用に伴う影響額やソフトウェアに係る固定資産臨時償却費等を含む特別損失として

16,884千円を計上する等した結果、当期純利益は、260,856千円（前事業年度は当期純損失347,458千

円）となりました。 

（次期の見通し） 

当社の業績は、外国為替市場や株式市場等の相場動向や市場流動性等のマーケット環境並びに国内外

の経済環境等に大きく左右され、これらの複合的な影響等について正確な予測を行うことは困難である

ため、業績予想を開示しておりません。ただし、本年８月からは外国為替証拠金取引に対する証拠金規

制（最大レバレッジ25倍、証拠金率４％以上）が導入されるため、将来の予測を行う際は、十分に考慮

される必要があります。 

  

①資産、負債及び純資産の状況 

前事業年度末から当事業年度末までの財政状態の主な変動としましては、総資産については、前事業

年度末と比べ8,285,741千円増加し、22,428,461千円となりました。これは主に、流動資産のうち現金

及び預金が71,226千円減少したものの、分別管理信託が8,231,571千円増加したこと、さらには、有形

固定資産が36,886千円、無形固定資産が110,421千円それぞれ増加したものの、投資その他の資産が

56,227千円減少したためであります。 

負債総額は前事業年度末と比べて8,058,722千円増加し、19,288,594千円となりました。これは主

に、流動負債のうち未払金が81,222千円、未払法人税等が93,130千円、顧客預り勘定が7,602,618千円

増加したこと、固定負債で資産除去債務を61,315千円計上したこと、そして、今後の設備投資等の資金

として借り入れ、１年内返済予定の長期借入金を40,000千円、長期借入金160,000千円をそれぞれ流動

負債及び固定負債で計上したためであります。 

純資産額は前事業年度末と比べて227,019千円増加し、3,139,866千円となりました。これは主に、当

期純利益を260,856千円計上したものの、第１四半期での配当金の支払いや第２四半期から第４四半期

において自己株式の取得を実施したためであります。 

②キャッシュ・フローの状況 

当事業年度における現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）の期末残高は、前事業年度末と

比較して、542,290千円の増加となり、残高は1,524,746千円となりました。各キャッシュ・フローの状

況とその要因は以下のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動によるキャッシュ・フローは、税引前当期純利益を349,796千円、減価償却費を100,401千

円、資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額を10,701千円計上したこと、さらに、投資損失引当金が

58,811千円、未払金が61,825千円増加し、前払費用が17,852千円減少したこと、また、短期差入保証金

の差入れによる40,000千円の支出等が影響し、567,934千円の増加（前事業年度は74,314千円の減少）

となりました。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動によるキャッシュ・フローは、有形固定資産の取得による35,971千円の支出と無形固定資産

（２）財政状態に関する分析
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の取得による148,709千円の支出、さらに、米国に関係会社を設立したことによる8,146千円の支出と投

資有価証券を売却したことによる7,735千円の収入等により、185,915千円の減少（前事業年度は

126,464千円の減少）となりました。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動によるキャッシュ・フローは、200,000千円の長期借入れを実施したことと、配当金の支払

額25,030千円、自己株式の取得による支出14,368千円により、160,600千円の増加（前事業年度は

38,527千円の減少）となりました。 

(参考) キャッシュ・フロー関連指標の推移 

 
(注) １ 自己資本比率            ：自己資本／総資産 

２ 時価ベースの自己資本比率      ：株式時価総額／総資産 

３ キャッシュ・フロー対有利子負債比率 ：有利子負債／キャッシュ・フロー 

４ インタレスト・カバレッジ・レシオ  ：キャッシュ・フロー／利払い 

※ 株式時価総額は自己株式を除く発行済株式数をベースに計算しています。 

※ キャッシュ・フローは、キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フローを使用しておりま

す。有利子負債は、貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての負債を対象としてお

ります。 

  

当社は、株主の皆様に対する利益還元を経営の重要な課題の一つと認識しており、配当原資確保のた

めの収益力を強化し、中長期的な業績動向を考慮に入れながら、各期の業績に応じて配当金額を決定し

ております。また、自己株式の取得については当期も継続して実施し、中長期的に当社の株式を保有し

ていただく株主の皆様に対する株主還元、財務の安定性及び内部留保の確保等のバランスを考慮の上、

年間配当性向25％程度を目標に、安定的な配当を目指しながら総合的に企業価値を向上させることを基

本方針としております。 

当期につきましては、当社が指標として考えている配当性向25％を基本と考えながらも、前期、前々

期と株主の皆様のご期待にそえきれなかった分の還元を重視すると同時に、今後のさらなる業績向上に

向けた経営基盤の強化を勘案し、１株当たり配当金1,800円を予定したいと考えております。 

次期については、当社の配当に対する基本方針にある年間配当性向25％程度を目標にして参りたいと

考えております。 

また、当社は目標とする経営指標として自己資本当期純利益率（ＲＯＥ）を重視しており、当期純利

益の増大はもちろん、自己株式取得によるＲＯＥの向上も一つの方策と考えております。 

当期の間に取締役会決議により買い受けた自己株式数は481株、取得金額は14,234千円でありまし

た。 

平成24年３月期の自己株式の取得に関しましては、市場動向、今後の資本政策、業績の動向及び財務

の安全性等を考慮の上ではありますが、平成23年４月14日に開催された取締役会にて決議しているとお

り、1,000株、70,000千円をそれぞれの上限として実施していく方針であります。 

平成20年３月期 平成21年３月期 平成22年３月期 平成23年３月期

自己資本比率 21.8％ 26.7％ 20.4％ 13.9％

時価ベースの自己資本比率 21.6％ 8.7％ 6.5％ 8.3％

キャッシュ・フロー対有利子
負債比率

― ― ― 0.35年

インタレスト・カバレッジ・
レシオ

136.9倍 ― ― ―

（３）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当
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当社の経営成績、事業運営及び財政状態、その他に関する事項等は、今後起こりうる様々な要因により

大きな影響を受ける可能性があります。以下において、当社の事業展開上のリスク要因となる可能性があ

ると考えられる主な事項を記載しております。また、必ずしも事業等のリスクに該当しない事項について

も、投資判断上、あるいは当社の事業活動を理解する上で重要と考えられる事項については、投資者に対

する情報開示の観点から積極的に開示しております。当社はこれらのリスク発生の可能性を認識した上

で、発生の予防及び発生した場合の対応に努める方針でありますが、当社の株式に関する投資判断は以下

のリスク及び本項以外の記載事項を慎重に検討した上で行われる必要があると考えております。本項にお

いては、将来に関する事項が含まれておりますが、当該事項は本決算短信提出日現在における当社の判断

に基づいており、全てのリスク要因を正確に網羅するものではなく、また、将来の事項については不確実

性を有しております。 

  

(1) 当社の事業構造にかかるリスクについて 

① 当社の収益構造と外国為替市場の変動について 

当社は外国為替証拠金取引を中心とした事業を展開しており、主な収益は、顧客と当社との取引成立の

際に顧客の売買単位に応じて徴収する取引手数料、顧客との間で行った相対取引の成立レートと当社がカ

バー取引として行った成立レートの差額（当社ではディーリング収益と呼んでおります）、スワップ授受

に伴う差額等で構成されています。取引手数料及びディーリング収益については顧客の売買回数及び売買

単位の増加によって当社の収益機会も増加し、スワップ授受に伴う差額の収益については、顧客全体の建

玉数の増加によって当社の収益機会が拡大することとなります。そのため、外国為替市場においてある程

度ボラティリティが高まった方が顧客による売買が活発になり収益機会が増加することになります。一方

で、外国為替市場のボラティリティが低い時期（いわゆるレンジ相場）が続いた場合でも、当社が独自に

開発した注文発注手法である「トラップトレード(R)」や「リピートイフダン(R)」、「トラップリピート

イフダン(R)」等を顧客に提供することにより、顧客に外国為替証拠金取引による収益獲得機会を提供

し、当社自身も取引手数料等の収益獲得機会を確保することができる等、外国為替市場の相場変動に大き

く左右されないよう経営努力を行っております。しかし、過去にも経験した急激な円高時等に見受けられ

る想定以上の相場変動によって顧客の資産が大きく毀損し、預り資産残高や顧客全体の建玉数が減少した

場合、あるいは、レンジ相場であってもリーマンショック後のように投資マインドが大きく低下してしま

っている時は、「トラップトレード(R)」「リピートイフダン(R)」あるいは「トラップリピートイフダン

(R)」等の利用も減少し、当社が想定する以上に取引高の低迷、さらには、預り資産残高や建玉数の減少

につながります。その際は、当社の業績及び財政状態等に影響を与える可能性があります。 

  

② 外国為替証拠金取引業務の信用リスクについて 

 当社は外国為替証拠金取引を行う顧客のポジション管理を行い、顧客の口座を毎営業日１分毎に値洗い

しております。当社は決済時に顧客の資産が不足しないように自動ロスカットにおける証拠金維持率等を

定めておりますが、近年における度重なる急激な外国為替市場の相場変動等により、顧客が証拠金の不足

分を支払うことができない状況等が発生した場合、当社は顧客に対する債権の全部または一部について貸

倒れの損失を負う可能性があり、当社の業績及び財政状態等に重大な影響を与える可能性があります。 

  

（４）事業等のリスク
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③ 住友信託銀行株式会社との契約について 

当社は住友信託銀行株式会社（以下、「住友信託銀行」といいます。）と顧客の資産保全のための「顧

客区分管理信託契約書」を締結しており、その契約書を補うものとして当社と顧客との間で発生する外国

為替証拠金取引のカウンターパーティーとしてカバー取引等を行うための基本契約書やそれらに附随する

覚書等を締結しております。これらの契約等は現在の当社が提供する外国為替証拠金取引サービスに関す

るものであります。本契約につき、内容の変更、更新の拒絶、解除、その他の理由による契約の終了等が

生じた場合、または、住友信託銀行の業務に何らかの支障が生じたこと等により当社が提供している信託

保全スキームやカバー取引を行うことが困難になった場合等には、当社の業務及び業績等に影響を与える

可能性があります。 

  

(2) 当社事業を取り巻く外部環境にかかるリスクについて 

① 外国為替証拠金取引に関わる業界の動きについて 

 ここ数年、金融庁による外国為替証拠金取引業界への規制強化が行われ、「区分管理方法の信託一本

化」、「ロスカット・ルールの整備・遵守の義務付け」さらには「証拠金規制」が導入されました。この

うち「証拠金規制」に関しては、平成22年８月１日から１年を経過する日までの間は、最大レバレッジ50

倍、証拠金率２％以上とする経過措置が設けられていますが、平成23年８月１日からは経過措置期間が終

了し、最大レバレッジ25倍、証拠金率４％以上に設定しなければならないと定められております。これら

の規制内容は、投資家保護を第一とした健全な市場形成のためであり、投機的ではなく、本来あるべき業

界の発展に向けた取り組みであります。当社が顧客に提供している商品の証拠金率については、現在、

「Ｍ２Ｊダイレクト」コースの２％、「Ｍ２Ｊプレミアム」コースの４％（iFX-pro）でありますが、先

般のプレスリリース（平成23年４月14日付）にてお知らせしているとおり、本年８月からスタートする証

拠金規制に合わせて、「Ｍ２Ｊダイレクト」、「Ｍ２Ｊプレミアム」の両コースを統合して、「Ｍ２ＪＦ

Ｘ」として新しい商品コースを提供する予定であります。当社も「Ｍ２Ｊダイレクト」コースの証拠金率

２％にて取引されていた顧客が「Ｍ２ＪＦＸ」では一律証拠金率４％での取引に移行するため、少なから

ず当社の収益環境に影響があるものと思われます。また、この８月からの証拠金規制が始まることによっ

て、商品スペックでは競争できなくなる分、業界全体で顧客へのサービスによる競争が本格化することも

あり、業界の勢力図や顧客の動向がどのように変化するのか読み取ることは難しくもあります。そのた

め、時間の経過とともに顧客へのサービス面でアドバンテージのあった当社の優位性も薄らいでくる可能

性も否めないため、当社の業績及び財政状態等に影響を与える可能性があります。 

  

② 外国為替証拠金取引における競争激化について 

 外国為替証拠金取引業界は、昨年８月に実施された証拠金規制以降、顧客サービスの充実によるサービ

ス合戦以上に、新規顧客獲得のための費用の高騰が見受けられます。また、取引所取引である「くりっく

365」や「大証ＦＸ」においても、営業方針面での優位性は残りますが、店頭取引と取引所取引における

不公平な税制を改めようとする動きも具現化するなど、本年８月から始まる最大レバレッジ25倍、証拠金

率４％以上の証拠金規制がスタートした後は、各社が新規顧客の獲得費用を制御しながらも、既存顧客へ

のサービスをいかに向上させるかという工夫が求められる競争ステージへと突入していくことが予想され

ます。そのような中、当社は「トラップリピートイフダン(R)」に代表される特許を取得した当社独自の

注文発注手法等で、同業他社とは一線を画したサービスを中心に訴求し、顧客獲得費用を抑制しながら、

顧客への本当のニーズに応える態勢と質の高いサービスと利便性の提供をもって、顧客満足度の充実によ
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る競争力の確保、向上に努めております。しかしながら、証拠金規制導入後も大資本を用いた新規参入業

者の出現、または、外国為替証拠金取引を初めてスタートする顧客から見て、商品性での差別化が理解さ

れにくくなることによる既存業者との競争が、当社が想定している以上に激化した場合、あるいは、当社

の差別化戦略が有効に機能せず、想定以上に費用が高騰するような状況が発生する場合等には、当社の業

績及び財政状態等に影響を与える可能性があります。 

  

(3) 当社の事業体制にかかるリスクについて 

① 人員及び組織体制について 

当社の役職員数は、当事業年度末日現在において、役員９名、従業員62名（従業員兼務役員は除く）と

いう人員構成であります。事業規模の拡大にはシステム化が可能な部分はシステム化を推進することで、

少数精鋭でも高い収益力を確保できる組織体制の構築に努めております。今後に関しては、少数精鋭の人

員構成に沿った人員補強を図るとともに、社員教育、研修制度等を充実させ、引き続き優秀な従業員の定

着率向上に努めて参ります。しかしながら、優秀な人材の確保が適時かつ十分に確保できない場合や、現

在社内にいる優秀な人材が大量に外部流出した場合等には、内部管理体制や業務執行において人的にも組

織的にも十分な対応が困難となる可能性があり、業績及び財政状態等に影響を与える可能性があります。

  

② コンピューターシステム等の障害について 

 当社の取引システムは、インターネットからの注文受発注、ポートフォリオ管理、情報提供等を司る顧

客向けフロントシステム、マーケットとの取引等を司るミドルシステム及び法定帳簿の記帳や取引報告書

出力など取引決済データ処理等を司る勘定帳票系バックシステム等から構成されています。顧客からの取

引注文の大部分はインターネットを通じて受注し、一連のコンピュータ処理システムへの接続を通じて取

引を執行しております。そのため、外国為替相場が急激に変動するような局面でも、これら一連のシステ

ムが常に安定的に稼動し、顧客に平時と変わらず取引可能な環境を提供し続けることが、経営上の最重要

課題の一つであると認識しており、当社では今までも安定的に稼動してきた実績をふまえ、更なるサービ

スレベルの維持向上に取り組んでおります。 

しかし、これら一連のシステムに動作不良や人為的ミス、想定以上に急激なアクセス数の増加による通

信回線の障害、事故及び外部からの不正な侵入等の犯罪等により障害が発生し機能不全に陥った場合等に

は、顧客からの取引注文の受付、執行が行えなくなる可能性があり、信用力の低下や損害賠償請求等によ

り、当社の業績等に支障が生じる恐れがあります。また、先般の東日本大震災によって、自然災害に起因

して業務に影響をきたすリスクは顕在化と隣り合わせにある可能性が考えられます。 

従前より当社は、地震等の災害時における現本社機能が停止状態に陥った時の備え等のバックアップ体

制の確立のため、非常用の電源供給等が可能であり、また免震構造となっているテレコムセンタービル

（東京都江東区）に分室である「Ｍ２Ｊベイスクエア」を設け、緊急時でも現本社機能と同等の環境が提

供できる体制を整備しており、さらには、データベースのバージョンアップや回線の冗長化、通信回線の

増強等のインフラ環境充実をも図り、アクセス数の急激な増加や取引注文が大量に集中することによる顧

客との取引の処理が適切に行えない等のシステム障害が生じないよう、先行したシステム投資等を計画的

に行っております。しかしながら、当社の想像を絶するような災害やテロ等の人災、もしくは、当社の想

定をはるかに上回るようなアクセス数や取引注文の集中等が発生した場合等には、当社の風評、業績及び

財政状態等だけではなく全業務に深刻な影響を及ぼす可能性があります。 
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(4) 当社に関連する法的規制等がもたらすリスクについて 

① 金融商品取引法について 

ⅰ．登録制にかかるリスク 

当社は、金融商品取引業を営むため、金融商品取引法第29条に基づく登録を受けております。また、当

社は、金融商品取引法、関連政令、府令等の諸法令に服して事業活動を行っております。金融商品取引業

については、金融商品取引法第52条第１項及び第４項もしくは同法第53条第３項、同法第54条にて登録の

取消となる要件が定められており、これらに該当した場合、登録の取消が命じられることがあります。当

社は社内体制の整備等を行い法令順守の徹底を図り、現時点では取消事由に該当する事実はありません。

しかしながら、将来何らかの理由により登録の取消あるいは監督当局から行政指導等を受けることになっ

た場合、当社の風評、業績及び財政状態等に影響を与える可能性があります。 

  

ⅱ. 自己資本規制比率について 

 金融商品取引業者には、金融商品取引法に基づき、自己資本規制比率の制度が設けられています。自己

資本規制比率とは、資本金、準備金その他の内閣府令で定めるものの額の合計額から固定資産その他の内

閣府令で定めるものの額の合計額を控除した額の、保有する有価証券の価格の変動その他の理由により発

生し得る危険に対応する額として内閣府令で定めるものの合計額に対する比率をいい、毎月末及び内閣府

令で定める場合に算出し、内閣総理大臣に届け出なければならないとされています（金融商品取引法第46

条の６第１項）。また、金融商品取引業者は自己資本規制比率が120％を下回ることのないようにしなけ

ればならない（同法第46条の６第２項）とも定められています。内閣総理大臣は、金融商品取引業者の業

務の運営又は財産の状況に関し、公益又は投資者の保護のため必要かつ適当であると認めるときは、その

必要の限度において、当該金融商品取引業者に対し、業務の方法の変更その他業務の運営又は財産の状況

の改善に必要な措置をとるべきことを命ずることができるとされ（同法第51条）、自己資本規制比率が

100％を下回るときであって、公益又は投資者保護のため必要かつ適当であると認めるときは、その必要

の限度において、３ヶ月以内の期間を定めて業務の全部または一部の停止を命ずることができ（同法第53

条第２項）、さらに、業務停止の日から３ヶ月を経過した日における当該金融商品取引業者の自己資本規

制比率が引き続き100％を下回り、かつ、当該金融商品取引業者の自己資本規制比率の状況が回復する見

込みがないと認められるときは、当該金融商品取引業者の第29条の登録を取り消すことができる（同法第

53条第３項）とされています。また、金融商品取引業者は、毎年３月、６月、９月及び12月の末日におけ

る自己資本規制比率を記載した書面を作成し、当該末日から１ヶ月を経過した日から３ヶ月間、すべての

営業所又は事務所に備え置き、公衆の縦覧に供しなければならない（同法第46条の６第３項）ともされて

います。なお、当社における直近（平成23年３月）の自己資本規制比率は約630％であり、本項目で記載

されている自己資本規制比率の値を上回っております。ただし、本項目で記載されている要件に抵触した

場合には業務の停止命令等の行政処分を受ける可能性があり、当社の風評、業績及び財政状態等に影響を

与える可能性があります。 

  

ⅲ. 顧客資産の区分管理について 

 金融商品取引法では、金融商品取引業者等は、その行うデリバティブ取引等に関し、顧客から預託を受

けた金銭又は有価証券その他の保証金又は有価証券については、内閣府令で定めるところにより、自己の

固有財産と区別して管理しなければならない旨が定められております（金融商品取引法第43条の３第１

項）。当社は、外国為替取引における顧客からの預り資産（外貨資産、スワップも含む）について、提携
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先金融機関を通じて独自の区分管理を行い、顧客資産を保全できる体制を整えております（名称：トラス

ト アカウント プロテクション(R)）。当社の「トラスト アカウント プロテクション(R)」は、取引証拠

金の全額預入れと全てのカバー取引を住友信託銀行にて行うことで、資産と注文の流れを一元化で管理

し、高い透明性をもって、証拠金及び為替損益を顧客区分管理信託口座で区分保管しております。当社

は、毎営業日に当社のシステムにより時価残高（有効証拠金）の額を評価替えし、時価残高の総額以上の

金銭が顧客区分管理信託口座に分別されていることを確認して、時価残高の保全を図っております。しか

しながら、為替相場の短時間での大幅な変動等によりカバー取引を適切に行うことができなかった場合や

当社のシステム障害等により時価残高の総額が正しく算定できなかった場合、または、当社の対応が適切

でない場合等、顧客区分管理信託口座で区分管理された金銭が時価残高の総額に不足した場合には、顧客

の時価残高の一部が返還されない恐れがあります。そのような事態が起こった場合、当社は著しく信用を

損う恐れが想定され、当社の事業、風評、業績及び財政状態等に影響を与える可能性があります。 

  

ⅳ. 適合性の原則、取引開始基準等について 

金融商品取引業者等は、業務の運営の状況が次の各号のいずれかに該当することのないように、その業

務を行わなければならないとされています（金融商品取引法第40条）。 

一 金融商品取引行為について、顧客の知識、経験、財産の状況及び金融商品取引契約を締結する目的に

照らして不適当と認められる勧誘を行って投資者の保護に欠けることとなっており、又は欠けることとな

るおそれがあること。 

二 前号に掲げるもののほか、業務に関して取得した顧客に関する情報の適正な取扱いを確保するための

措置を講じていないと認められる状況、その他業務の運営の状況が公益に反し、又は投資者の保護に支障

を生ずるおそれがあるものとして内閣府令で定める状況にあること 

当社は、金融商品取引の受託等を行うにあたっては、顧客の実情に適合した取引を行うため、社内規程

等にて取引開始基準等を定め、この基準に適合した顧客と取引を行うように努めておりますが、当社にお

ける不備等により上記事項に該当するような顧客と取引を行い、行政当局等から処分等を受けた場合は、

当社の風評、業績及び財政状態等に影響を与える可能性があります。  

  

ⅴ. その他の禁止行為について 

金融商品取引法第38条では、勧誘の要請をしていない顧客に対し業者が訪問または電話による勧誘を行

うこと（いわゆる「不招請勧誘」）や、契約を締結しない旨の意思を表示した顧客に対して勧誘をするこ

と、あるいは、断定的判断を提供して顧客を勧誘すること等の禁止行為が定められております。特に、不

招請勧誘の禁止については、顧客が電話や個別訪問による勧誘を受け、リスクや取引の仕組みなどについ

て十分に理解しないまま受動的に取引を開始したことによるトラブルから社会問題に発展したことに鑑

み、投資家保護及び取引業者が適正な勧誘を履行するために設けられている法規制でありますが、当社は

創業時より不招請勧誘の禁止を意識し、社員教育を徹底し、法令遵守に基づいた営業展開を行っておりま

す。しかし、社員教育の徹底が疎かになり金融商品取引法第38条に抵触する行為が行われ、行政当局より

処分等が行われた場合、当社の風評、業績及び財政状態等に影響を与える可能性があります。 

  

② 犯罪による収益の移転防止に関する法律について 

 当社では、テロ資金や犯罪収益の追跡のための情報確保とテロ資金供与及びマネー・ロンダリング等の

利用防止を目的として制定された「犯罪による収益の移転防止に関する法律」に基づき所定の本人確認書
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類等を顧客から徴収して本人確認を実施するとともに、本人確認記録及び取引記録を保存しております。

しかし、当社の業務方法が同法に適合していないという事態、もしくは、今後より厳しい本人確認の実施

を求める法令改正等が行われたりした場合、当社の取引口座の開設その他業務に影響を与え、当社の風

評、業績及び財政状態等に影響を与える可能性があります。 

  

③ 個人情報の保護に関する法律について 

当社は、「個人情報の保護に関する法律」の遵守を重要な経営課題と位置づけて取り組んでおります。

当社においては平成19年７月にプライバシーマークを取得し、関連する社内規程を整備の上、役員及び従

業員への啓蒙・教育活動の実施に取り組んでおります。また、当社がその顧客の個人情報を取扱う業務を

外部に委託する場合であっても、外部委託先に対して秘密保持義務を課す等、その保護・管理には細心の

注意を払っております。しかしながら、不測の事態によって個人情報の外部漏洩が発生した場合には、当

社の信用低下や損害賠償請求等により当社の風評、業績及び財政状態等に影響を与える可能性がありま

す。 

  

④ 各種法的規制の変更について 

当社は、金融商品取引法、外国為替及び外国貿易法、信託法、金融商品取引業等に関する内閣府令、犯

罪による収益の移転防止に関する法律、個人情報の保護に関する法律等に加え、金融商品の販売等に関す

る法律（金融商品販売法）、消費者契約法、社団法人金融先物取引業協会の定める諸規則等の各種法令等

に従って業務を遂行しております。しかし、昨今改正が行われた金融商品取引業等に関する内閣府令や金

融商品取引業者等向けの総合的な監督指針にもあるとおり、金融商品取引等に関連する法的規制は、今後

も、投資家保護等に則った内容へと変更される可能性があります。当社は、将来的に当社業務に関係する

各種法令等や実務慣行、解釈等の新設や変更等があった場合には、当社の各種業務や財務方針、または、

当社の顧客の取引動向等に関係し、迅速に対応するように努めて参りますが、その内容等によっては、当

社の業績及び財政状態等に影響を与える可能性があります。 

  

(5) 訴訟等について 

 本決算短信提出日現在、当社を含む５名の法人及び個人を被告とした総額約169百万円（そのうち当社

は約63百万円）の損害賠償請求訴訟が係属中であります。これは、原告(法人及び個人の２名)と５名の被

告のうちの１名との間で雇用契約、競業避止義務、兼職禁止義務等に関するトラブルが発生し、その１名

の被告が、当社が原告（法人）と取引を行っていた時の原告側の担当者であったこと等から、原告側の主

張で当社からも経済的損失等を被ったとして損害賠償を求められています。これに対して当社は、実際に

トラブルに巻き込まれたのは当社であり、原告側の言いがかりとも思える主張に対して、当社は一般的な

商取引を行っただけであり、全ての手続き及び取引等に不法行為は全くなく法令を遵守して行ったことを

主張し争っています。 

 当社を含む２名の法人及び個人を被告として、総額395百万円の損害賠償請求訴訟が係属中でありま

す。これは、原告である複数の投資事業組合が当社との間で外国為替証拠金取引を行っていた訴訟外の米

国法人に対して、運用委託金として預託した金銭が、昨今におけるマーケット情勢の影響等により、元本

を毀損するような運用成績に陥ったため、元本欠損額に弁護士費用等を加えた金額を損害賠償として求め

ています。これに対して当社は、当社と原告である全ての投資事業組合との間には直接の契約関係は存在

しておらず、今回の訴訟の提起にかかる原告らの主張は全く根拠のないものであると確信しており、当社
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が損害賠償責任を負う理由は全くないと考えております。そのため、当社としては、当社の正当性を主張

して争っております。 

 また、特定非営利活動法人 証券・金融商品あっせん相談センター（ＦＩＮＭＡＣ）への申立てが１件

あります。 

 それぞれの訴訟等については現在進行中でありますが、その結果如何によっては、当社の風評に重大な

影響を与え、業績及び財政状態等にも影響を与える可能性があります。 

  

(6) 新株予約権（ストックオプション）について 

当事業年度末日現在、ストック・オプションを含む新株予約権による潜在株式総数は7,956株であり、

これら新株予約権が全て行使された場合、行使前発行済株式総数54,591株の14.6％に当たります。現在付

与されている新株予約権の行使が行われた場合、当社の１株当たりの株式価値が希薄化し、当社株式の価

格形成に影響を与える可能性があります。また、ストック・オプション等を付与する場合は費用計上が義

務付けられているため、今後、業績向上に対する意欲や士気を高めることを目的にストック・オプション

等の付与を行った際は、当社の業績等に影響を与える可能性があります。 

  

  

 当社グループは、個人の顧客及び法人の顧客を相手として外国為替証拠金取引サービスを提供する株式会

社マネースクウェア・ジャパン（当社）と関係会社１社により構成されています。 

 当社は、関係会社である MONEY SQUARE INTERNATIONAL, INC. を、資産や営業収益等からみて、当企業集

団の財政状態および経営成績に関する合理的な判断を誤らせない程度に重要性が乏しいものとして、連結対

象範囲から除外しております。そのため、連結財務諸表を作成しておりません。 

  

 

  

  

２．企業集団の状況
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当社の経営理念は、「挑戦と規律」“Challenge and Standard”を基本としています。 

 創業時より当社は外国為替市場とお客様の架け橋となるべく、この２つの言葉を理念として掲げてい

ます。 

①“Challenge”「挑戦」 私たちは３つのＰにChallengeいたします。 

・Pioneer    --- 既成概念や常識にとらわれない新たな金融市場の開拓 

・Professional --- 最高品質の商品とサービスの提供を追及するプロフェッショナルマインド 

・Partnership  --- わかり合い、ともに歩む、お客さまと結ぶ長く厚い信頼関係 

②“Standard”「規律」 私たちは３つのStandardの実現を目指します。 

・High Standards of Discipline （高い規律） 

・de facto Standard （業界標準） 

・Global Standard （世界標準） 

 外貨投資、特に外国為替証拠金取引はリスクを伴った取引です。そのリスクを十分に理解し、金融商

品としての「規律」を保っていくことで、私たちはこれからも業界の“Standard”「標準」を作るよう

努めて参ります。 

 また、「卓越した資産保全策による投資家保護方針と、少数精鋭による高度に洗練されたマーケティ

ング」のもと、当社は、お客様から預った財産を当社の固有の財産と分別して、確実にかつ整然と保管

する業界最高レベルの『顧客区分管理信託』スキームを確立し、確固たる投資家保護方針を貫いていま

す。当社は、お客様の資産を守り、殖やし、そしてその資産が受け継がれていくべく、優れた実績を持

つ少数精鋭のスタッフがお客様のニーズに一つ一つお応えし、お客様の投資経験や運用スタイルに合わ

せながら、それぞれのお客様に無理のない最も適切な投資方法を案内していけるよう努めて参りたいと

考えております。 

  

当社は、収益性の面では企業価値の最大化のため株主資本の効率性を示す自己資本当期純利益率（Ｒ

ＯＥ）を掲げております。 

 また、安全性の面に関しては、顧客の大事な資産を預り、リスク性の高い金融商品を取扱っているこ

とを鑑み、安心・安全な投資環境を提供することが重要であるとの認識から、自己資本規制比率を高く

維持することを重視しております。なお、平成23年３月末現在、約630％と高い自己資本規制比率を維

持しております。 

  

当社の収益の源泉は、実際に顧客に取引していただくことから派生するトレーディング収益（売買手

数料、ディーリング収益等）であります。そのため、近視眼的ではなく中長期的な視点をもって顧客基

盤を拡大していくことで長期的かつ安定的に収益の拡大を実現でき、その結果が企業価値を高め、飛

躍・成長につながると考えております。このような考えの中、当社の中長期的な経営戦略についての主

な施策は次のとおりであります。 

① 広告宣伝・ＰＲ活動戦略 

 外国為替証拠金取引業界は、金融商品取引法で不招請勧誘の禁止が定められています。そのため、事

３．経営方針

（１）会社の経営の基本方針

（２）目標とする経営指標

（３）中長期的な会社の経営戦略
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前の承諾がなければ顧客に勧誘行為を行うことができず、殆どの場合、ファーストコンタクトは顧客か

らの能動的なアクションに委ねるしか方法がありません。そのため、当社では、企業価値拡大のための

基盤であり最重要項目である顧客獲得については、積極的な広告宣伝・ＰＲ戦略にて行っております。

具体的には、 

 (a)ＴＶ番組・ＴＶＣＭ等を用いた認知率の上昇と顧客へのリーチの拡大 

 (b)強固なＳＥＯ対策等による顧客獲得態勢の確立 

 (c)顧客獲得実現まで到達させるＷＥＢコンテンツの開発とコミュニケーションの充実 

 (d)世間的な理解促進のために各種メディアを活用した正しい外国為替証拠金取引の啓蒙活動 

などで、 

『ＴＶ番組・ＴＶＣＭ』×『ＷＥＢ戦略』×『各種メディア・雑誌等』×『その他プロモーション』 

という図式のもと、外国為替証拠金取引業界での差別化を明確に訴求した確固たる地位の構築を図り、

最大限、顧客基盤拡大につながるよう広告宣伝・ＰＲ活動を行ってまいります 

  

②「トラリピＦＸ バーチャル」を通じた潜在的顧客の囲い込み 

当社は、顧客が取引を行うトレードシステムとは別に、実際のトレードシステムと同様の環境下にお

いて外国為替証拠金取引を体験できる「トラリピＦＸ バーチャル」を提供しており、当事業年度末日

現在で約22,200会員となっております。外国為替証拠金取引はリスクある金融商品取引であるため、そ

の商品性を正確に理解することは極めて重要であり、また、あらかじめ「トラップリピートイフダン

(R)」等の当社独自の注文発注手法も利用体験しておくことで、実際のトレードをスタートする際もス

ムーズに移行できる仕組みになっております。現在、このバーチャルトレード会員から実際の口座開設

に至る割合も徐々に高まってきており、当社の潜在的な顧客の囲い込みと顧客獲得のツールをして重要

なコンテンツの一つとなっております。今後もバーチャルトレード会員の拡大とともに、当社の魅力的

なサービスや利便性の訴求に努め、顧客獲得の重要なツールの一つとしてコンテンツの充実を図ってま

いります。 

  

③ 新商品「Ｍ２ＪＦＸ」を通じたＦＸ取引サービスの充実 

先述のとおり、本年８月からスタートする証拠金規制（最大レバレッジ25倍、証拠金率４％以上）に

対応するため、現在の「Ｍ２Ｊプレミアム」コース、「Ｍ２Ｊダイレクト」コースの両コースを統合

し、「Ｍ２ＪＦＸ」という新商品で顧客向けサービスを提供する予定であります。この新商品の特長

は、「Ｍ２Ｊプレミアム」コースを利用している顧客にとっては、1,000通貨単位での売買が可能にな

ることや、従来と比べて実質的に取引コストが低減されていること等があり、「Ｍ２Ｊダイレクト」コ

ースを利用している顧客にとっては、当社が取り扱うストレート通貨（ユーロ／米ドル、豪ドル／米ド

ル、ＮＺドル／米ドル）での取引も可能になり、クロス円とドルストレート通貨を用いたポートフォリ

オの構築で、多様な運用手段を図ることが可能になるところ等であります。 

昨年８月の証拠金規制（最大レバレッジ50倍、証拠金率２％以上）スタート以降、外国為替証拠金取

引での資産運用が主流になりつつある中、それに比例して当社の顧客口座数も対前事業年度末比61.5％

増と大幅に増加しております。ハイレバレッジで投機的な取引が主流であった規制導入前でさえも、レ

バレッジやスプレッド等のいわゆるスペック競争とは一線を画し、独自の注文発注手法の開発や「資産

運用としての外国為替証拠金取引」サービスの充実に注力してきたことで、安定的な収益確保と成長性

を兼ね揃えた収益獲得を実現できるような確固たる顧客基盤が整いつつあります。 
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この、従来の「Ｍ２Ｊプレミアム」「Ｍ２Ｊダイレクト」の両コースの側面を兼ね揃えた新しい「Ｍ

２ＪＦＸ」という新商品で外国為替証拠金取引の主流を生みだし、さらなる顧客基盤の拡大につなげて

まいります。 

  

④ 知的財産を用いた戦略 

当社の充実した顧客サービスの中で特長的なものの一つに、当社が開発し特許を取得した「トラップ

トレード(R)」「リピートイフダン(R)」「トラップリピートイフダン(R)」といった独自の注文発注手

法があります。今後も顧客の取引における収益拡大の一助になるような注文発注手法や付随する機能等

を開発し、お客様に提供してまいります。 

  

⑤ 業務提携等による収益コンテンツの拡大 

現在、当社の収益源は、外国為替証拠金取引に起因する収益が、ほぼ100％に近い状態になっており

ます。今後も、当社の収益源については拡充する計画ではありますが、当社の保有する知的財産や様々

なリソースやノウハウを活用できるアライアンスや業務提携等の案件があれば積極的に取り組み、収益

源の多様化を図って参りたいと考えております。 

  

⑥ 海外市場の展開 

当社は、本年１月に在外関係会社 MONEY SQUARE INTERNATIONAL, INC. を米国に設立いたしました。

現在は、当社の収益等に与える影響は極めて小さい段階ではありますが、今後は海外での事業展開の足

掛かりとして、事業の確立や海外企業との提携等も早急に実現してまいりたいと考えております。 

  

当社は、外国為替証拠金取引事業における収益の比率が極めて高く、収益面において少なからず外国

為替相場の環境に左右される可能性があります。当社は外国為替相場や市況の好不況にかかわらず安定

的に収益を計上するため、既存の事業を一層拡充することに加えて外国為替証拠金取引を通じた収益源

の多様化やブランド力の向上を実現していくことが課題であると認識しております。会社の経営戦略を

早期かつ確実に実現していくため、今後の対処すべき課題として、既に記述してきた内容及び次に掲げ

る内容の施策に取り組んでいく方針であります。  

  

① 顧客基盤の拡大について 

 近年、当社の業績に大きく影響を与えたサブプライムショック、リーマンショック以降、当社のお客

様の預り資産残高はピーク時の約250億円から一時は約123億円まで大きく減少する局面もありました

が、積極的な広告宣伝・ＰＲ戦略、ブランディングの強化や「Ｍ２Ｊダイレクト」コースの売買単位引

き下げといった様々な施策を実行してきた結果、当社がメインターゲットとしてきた富裕層や資産運用

層のみならず幅広い顧客層の獲得につながり、預り資産残高も当事業年度末日現在で約226億円と、ピ

ーク時の水準近くまで回復しつつあります。取引高においても、サブプライムショックやリーマンショ

ック時の水準を大きく上回り、営業収益では創業来最高となる2,077百万円となりました。本年８月に

は証拠金規制（最大レバレッジ25倍、証拠金率４％以上）が控えており、規制スタート直後は少なから

ず当社にも影響が出る可能性も考えられるため、当事業年度の実績を上回るような収益の拡大、さら

に、企業価値の向上を実現するためには、「Ｍ２Ｊダイレクト」、「Ｍ２Ｊプレミアム」の両コースを

（４）会社の対処すべき課題
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統合してスタートする「Ｍ２ＪＦＸ」のブランドの確立を実践し、さらなる盤石な顧客基盤の拡大に注

力する必要があると認識しております。 

  

② 法人顧客の獲得について 

顧客基盤の拡大の中で、収益の拡大をさらに強めるためには、実需で外国為替取引を行う事業法人の

獲得を重点的に行う必要があると考えております。現在も中小法人顧客のヘッジ目的の為替取引から運

用まで幅広く提供しており、年々、法人口座数も増加しておりますが、まだまだ事業法人が実需や運用

目的で外国為替証拠金取引を利用できること自体が世間に認知されていない現状があります。今後は、

法人のお客様の更なる開拓と大手法人等を含めた多様なニーズに合致した短期のヘッジ手段として活用

できる商品の開発・付加等を行って拡大して参ります。 

  

③ ブランド力の向上 

本年８月からスタートする証拠金規制（最大レバレッジ25倍、証拠金率４％以上）を前に「Ｍ２Ｊプ

レミアム」「Ｍ２Ｊダイレクト」の両コースを統合し、「Ｍ２ＪＦＸ」として新たな取引サービスを提

供する予定です。当社は、創業当時より富裕層や資産運用層を中心に外国為替証拠金取引サービスを提

供してまいりましたが、売買単位を1,000通貨単位に引き下げるなど、顧客裾野の拡大を行い、幅広い

顧客層の獲得を行っております。引き続き、積極的な広告宣伝・ＰＲ戦略と各種キャンペーンの充実、

ＩＲと広報戦略を絡めながら、同業他社との徹底した差別化を前面的に打ち出し、さらに、「Ｍ２Ｊ」

ブランドの強化を図って参りたいと考えております。 

  

④ 収益源の多様化について 

当社の営業収益の内訳は、外国為替証拠金取引事業にかかる収益がほぼ100％であり、外国為替市場

や株式市場等の相場動向、市場流動性等のマーケット環境、そして、国内外の経済環境等に大きく左右

されてしまうため、その影響を最小限に抑えることが課題であります。国内市場においては、外国為替

相場の動向に業績が左右される現状が存在いたしますが、「リピートイフダン(R)」や「トラップリピ

ートイフダン(R)」といった当社独自の注文発注手法や、創業当時から「資産運用としての外国為替証

拠金取引」サービスを提供してきた独自のノウハウ等をもって、安定的に収益を拡大してまいります。

海外市場に関しては、本年１月に在外関係会社を設立いたしましたが、今後の収益源の多様化の一環と

して機能することができるよう、早期の基盤確立を実践してまいりたいと考えております。 

 また、国内外ともに当社の保有するリソースを活用できるアライアンスもしくは業務提携等の案件が

あれば、積極的に取り組み、総合的に収益源の多様化に努めてまいりたいと考えております。 

  

⑤ 優秀な人材の育成と充実 

 本年８月からの証拠金規制（最大レバレッジ25倍、証拠金率４％以上）スタート以降は、ますます外

国為替証拠金取引での資産運用が主流になってくると思われます。顧客に対して適切に資産運用として

のサービスを提供するためには、何よりも正しい金融モラルを持ち、高い金融リテラシーを備えた優秀

な人材の確保と、その継続的な育成が極めて重要であると考えております。人材確保には、少数精鋭の

組織構成の特徴上、即戦力と判断できる人員の中途採用と、将来、当社の中心となって業務に従事する

と見込んだ新卒学生の採用とをバランスよく実施し、当社の企業理念に則した研修と実務を中心とした

人材の育成を図っております。また、資産運用の観点から考えると、広く金融分野に精通して、全方位
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的な人格形成も備わっていなければならないと考えております。 

 今後も、中長期的な経営目標を達成していくためには、人材の育成と社員教育の強化、またそれに応

える人事制度の確立に取り組んでまいります。 

  

⑥ コンプライアンス態勢の確立について 

外国為替証拠金取引は、証拠金規制により最大レバレッジ25倍までの金融商品に様変わりいたします

が、それでもハイリスク・ハイリターン型の金融商品であることには変わらず、金融商品取引法や金融

商品販売法、それらに関連する各種法令等を順守し、高度なコンプライアンス態勢を確立することが、

当社の会社運営上重要な事項の一つであると認識しております。 

 今後も顧客が安心して当社と取引ができるよう、継続的に正しい商品知識と適正な投資勧誘方法等の

習熟を図り、法令順守の徹底と信頼性の確保、維持、向上に努め、より一層のコンプライアンス態勢の

確立を目指し、社会的信用の高い企業として整備してまいります。 

  

⑦外国為替取引システムにおける課題について 

取引システムにおける安定性・高速性に対する要求は、近年ますます緊急性を強めており、高速なシ

ステムを安定的に稼動させることは当社においても非常に重要な課題であると認識しております。当社

の取引システムにおいては、顧客数・取引量の増加に応じて、継続してシステムの強化・改良を図って

おります。また、当事業年度より取引システム周辺の通信回線・サーバ環境等のインフラ的な増強を図

り、取引システムのソフトウェアのアップデートを行い、処理速度の高速化に努め、ディーリングシス

テムのリプレースを中心とした全般的なシステム更改を計画する等、今後の事業展開において常にシス

テム的な優位性を確保していきたいと考えております。 

 今回の東日本大震災が発生する以前よりＢＣＰ（事業継続計画）の策定を行い、災害時にも継続して

業務を展開出来るよう態勢を整えてまいりましたが、震災の影響や今後新たに想定されうるリスク要因

や事項等を鑑みて、より一層システム堅牢性を希求していきたいと考えております。 

  

該当事項はありません。  

（５）その他、会社の経営上重要な事項
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４．財務諸表 
（１）貸借対照表 

(単位：千円)

前事業年度 
(平成22年３月31日) 

当事業年度 
(平成23年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 2,190,410 2,119,184

分別管理信託 ※1  11,446,517 ※1  19,678,088

前払費用 29,544 11,691

繰延税金資産 13,039 26,127

その他 3,458 42,539

流動資産合計 13,682,971 21,877,632

固定資産   

有形固定資産   

建物 137,098 186,929

減価償却累計額 △35,523 △53,165

建物（純額） 101,575 133,763

工具、器具及び備品 179,008 214,840

減価償却累計額 △114,005 △145,139

工具、器具及び備品（純額） 65,002 69,700

有形固定資産合計 166,578 203,464

無形固定資産   

ソフトウエア 158,546 173,701

ソフトウエア仮勘定 － 95,284

その他 905 888

無形固定資産合計 159,452 269,873

投資その他の資産   

投資有価証券 125,000 121,000

関係会社株式 － 8,146

長期前払費用 202 －

差入保証金 68,035 68,035

繰延税金資産 2,184 －

その他 478 1,303

投資損失引当金 △62,183 △120,995

投資その他の資産合計 133,717 77,490

固定資産合計 459,747 550,828

資産合計 14,142,719 22,428,461
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(単位：千円)

前事業年度 
(平成22年３月31日) 

当事業年度 
(平成23年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

未払金 85,631 166,854

未払法人税等 3,794 96,925

顧客預り勘定 ※2  11,112,937 ※2  18,715,556

ポイント引当金 21,006 33,128

1年内返済予定の長期借入金 － 40,000

その他 6,501 5,819

流動負債合計 11,229,871 19,058,283

固定負債   

長期借入金 － 160,000

資産除去債務 － 61,315

繰延税金負債 － 8,995

固定負債合計 － 230,310

負債合計 11,229,871 19,288,594

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,224,005 1,224,005

資本剰余金   

資本準備金 1,129,005 1,129,005

資本剰余金合計 1,129,005 1,129,005

利益剰余金   

その他利益剰余金   

繰越利益剰余金 698,218 934,040

利益剰余金合計 698,218 934,040

自己株式 △160,561 △174,795

株主資本合計 2,890,666 3,112,254

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 － －

評価・換算差額等合計 － －

新株予約権 22,181 27,611

純資産合計 2,912,847 3,139,866

負債純資産合計 14,142,719 22,428,461
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（２）損益計算書 

(単位：千円)

前事業年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

営業収益   

トレーディング損益 1,183,774 2,077,811

営業収益計 1,183,774 2,077,811

営業費用   

販売費及び一般管理費 ※1  1,383,511 ※1  1,660,797

営業利益又は営業損失（△） △199,737 417,013

営業外収益   

受取利息 7,838 3,420

法人税等還付加算金 1,547 －

助成金収入 － 1,000

その他 282 471

営業外収益合計 9,668 4,891

営業外費用   

支払利息 351 16

投資損失引当金繰入額 54,556 58,811

支払手数料 126 134

その他 10 －

営業外費用合計 55,044 58,962

経常利益又は経常損失（△） △245,113 362,942

特別利益   

投資有価証券売却益 － 3,739

特別利益合計 － 3,739

特別損失   

固定資産除却損 ※2  1,537 ※2  42

固定資産臨時償却費 ※3  48,808 ※3  6,140

投資有価証券評価損 4,090 －

本社移転費用 51,042 －

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 10,701

特別損失合計 105,478 16,884

税引前当期純利益又は税引前当期純損失（△） △350,592 349,796

法人税、住民税及び事業税 1,055 90,848

法人税等調整額 △4,189 △1,908

法人税等合計 △3,133 88,940

当期純利益又は当期純損失（△） △347,458 260,856
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（３）株主資本等変動計算書 

(単位：千円)

前事業年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 1,224,005 1,224,005

当期末残高 1,224,005 1,224,005

資本剰余金   

資本準備金   

前期末残高 1,129,005 1,129,005

当期末残高 1,129,005 1,129,005

利益剰余金   

その他利益剰余金   

繰越利益剰余金   

前期末残高 1,071,066 698,218

当期変動額   

剰余金の配当 △25,390 △25,034

当期純利益又は当期純損失（△） △347,458 260,856

当期変動額合計 △372,848 235,822

当期末残高 698,218 934,040

自己株式   

前期末残高 △147,548 △160,561

当期変動額   

自己株式の取得 △13,013 △14,234

当期変動額合計 △13,013 △14,234

当期末残高 △160,561 △174,795

株主資本合計   

前期末残高 3,276,528 2,890,666

当期変動額   

剰余金の配当 △25,390 △25,034

当期純利益又は当期純損失（△） △347,458 260,856

自己株式の取得 △13,013 △14,234

当期変動額合計 △385,862 221,588

当期末残高 2,890,666 3,112,254

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金   

前期末残高 △1,879 －

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 1,879 －

当期変動額合計 1,879 －

当期末残高 － －
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(単位：千円)

前事業年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

新株予約権   

前期末残高 9,058 22,181

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 13,122 5,430

当期変動額合計 13,122 5,430

当期末残高 22,181 27,611

純資産合計   

前期末残高 3,283,708 2,912,847

当期変動額   

剰余金の配当 △25,390 △25,034

当期純利益又は当期純損失（△） △347,458 260,856

自己株式の取得 △13,013 △14,234

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 15,001 5,430

当期変動額合計 △370,860 227,019

当期末残高 2,912,847 3,139,866
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（４）キャッシュ・フロー計算書 

(単位：千円)

前事業年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税引前当期純利益又は税引前当期純損失（△） △350,592 349,796

減価償却費 93,377 100,401

固定資産除却損 1,537 42

固定資産臨時償却費 48,808 6,140

本社移転費用 51,042 －

株式報酬費用 13,122 5,430

投資有価証券評価損益（△は益） 4,090 －

投資損失引当金の増減額（△は減少） 54,556 58,811

受取利息 △7,838 △3,420

支払利息 351 16

ポイント引当金の増減額（△は減少） 21,006 12,121

有価証券及び投資有価証券売却損益（△は益） － △3,739

為替差損益（△は益） △58 329

分別管理信託の増減額（△は増加） △2,238,892 △7,618,054

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 10,701

前払費用の増減額（△は増加） △8,909 17,852

未払金の増減額（△は減少） △1,704 61,825

短期差入保証金の増減額（△は増加） － △40,000

顧客預り勘定の増減額（△は減少） 2,237,573 7,602,618

その他 △2,545 3,162

小計 △85,075 564,037

利息の受取額 8,289 3,550

利息の支払額 △351 －

本社移転費用支払額 △50,912 －

法人税等の支払額 △3,017 △1,310

法人税等の還付額 56,753 1,657

営業活動によるキャッシュ・フロー △74,314 567,934

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △3,000,000 △3,000,000

定期預金の払戻による収入 3,000,000 3,000,000

有形固定資産の取得による支出 △59,409 △35,971

無形固定資産の取得による支出 △76,819 △148,709

差入保証金の差入による支出 △39,476 －

差入保証金の回収による収入 49,401 －

関係会社出資金の払込による支出 － △8,146

投資有価証券の売却による収入 － 7,735

その他 △160 △824

投資活動によるキャッシュ・フロー △126,464 △185,915

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入れによる収入 200,000 －

短期借入金の返済による支出 △200,000 －

長期借入れによる収入 － 200,000

配当金の支払額 △25,386 △25,030

自己株式の取得による支出 △13,140 △14,368

財務活動によるキャッシュ・フロー △38,527 160,600

現金及び現金同等物に係る換算差額 58 △329

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △239,248 542,290

現金及び現金同等物の期首残高 1,221,704 982,455

現金及び現金同等物の期末残高 ※1  982,455 ※1  1,524,746
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該当事項はありません。 

  

（５）継続企業の前提に関する注記

（６）重要な会計方針

項目
前事業年度

(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当事業年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

１ 分別管理信託の評価基準

及び評価方法

時価法を採用しております。 

  

 

同 左

２ デリバティブの評価基準

及び評価方法

時価法を採用しております。 

  

 

同 左

３ 有価証券の評価基準及び

評価方法

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

(1) その他有価証券

・時価のあるもの

決算期末日の市場価格等に基づく時

価法（評価差額は、全部純資産直入法

により処理し、売却原価は移動平均法

により算定）を採用しております。

・時価のないもの

 移動平均法による原価法を採用して

おります。

 

(1) 子会社株式及び関連会社株式

 移動平均法による原価法を採用して

おります。

(2) その他有価証券

・時価のあるもの

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

  

  

 

・時価のないもの

同 左

４ 固定資産の減価償却の 

方法

(1) 有形固定資産

（リース資産を除く）

定率法を採用しております。

但し、建物（建物附属設備は除

く）については定額法を採用してお

ります。

なお、主な耐用年数は以下のとお

りです。

・ 建      物：３～15年

・ 工具器具及び備品：３～20年

(1) 有形固定資産

（リース資産を除く）

同 左

(2) 無形固定資産

（リース資産を除く）

定額法を採用しております。

なお、自社利用のソフトウェアに

ついては利用可能期間（５年）に基

づく定額法を採用しております。

(2) 無形固定資産

（リース資産を除く）

同 左

(3) リース資産

リース期間を耐用年数とし、残

存価額をゼロとする定額法を採用し

ております。 

 なお、所有権移転外ファイナン

ス・リースのうち、リース取引開始

日が平成20年３月31日以前のリース

取引については、通常の賃貸借取引

に係る方法に準じた会計処理によっ

ております。 

 

(3) リース資産

同 左
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項目
前事業年度

(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当事業年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

５ 引当金の計上基準 (1) 投資損失引当金 

 投資に係る損失に備えるため、被投

資会社の財政状態等を勘案し、損失負

担見込額を計上しております。

(1) 投資損失引当金

同 左

(2) ポイント引当金

 顧客に付与されたポイントの利用に

よる費用発生に備えるため、将来利用

すると見込まれる額を計上しておりま

す。

(2) ポイント引当金

同 左

（追加情報）

 当社は、当事業年度より顧客向けポ

イントプログラムをスタートいたしま

した。そのため、当事業年度より顧客

の利用実績に基づき、将来利用すると

見込まれる額を「ポイント引当金」と

して計上しております。これにより、

当事業年度の営業損失、経常損失及び

税引前当期純損失がそれぞれ21,006千

円増加しております。 

 

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

６ ヘッジ会計の方法 ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

 

(1) ヘッジ会計の方法

 金利スワップ取引について、特例処

理の要件を満たしておりますので、特

例処理を採用しております。

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象

 ヘッジ手段…金利スワップ 

 ヘッジ対象…借入金の利息

(3) ヘッジ方針

 借入金の金利変動リスクを回避する

目的で金利スワップ取引を行ってお

り、ヘッジ対象の識別は個別契約毎に

行っております。

(4) ヘッジ有効性評価の方法

 金利スワップ取引について、特例処

理の要件を満たしておりますので、有

効性評価を省略しております。 

 

７ キャッシュ・フロー計算

書における資金の範囲

 手許現金、随時引き出し可能な預金

及び容易に換金可能であり、かつ、価

値の変動について僅少なリスクしか負

わない取得日から３ヶ月以内に償還期

限の到来する短期投資からなっており

ます。

同 左

８ その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項

消費税及び地方消費税の会計処理

税抜方式を採用しております。

また、控除対象外消費税等は、発

生事業年度の費用として処理しており

ます。

 

同 左
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（７）重要な会計方針の変更

会計方針の変更

前事業年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当事業年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ （資産除去債務に関する会計基準等）

 当事業年度より、「資産除去債務に関する会計基準」

(企業会計基準第18号 平成20年３月31日)及び「資産除

去債務に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適

用指針第21号 平成20年３月31日)を適用しておりま

す。

 これにより、当事業年度の営業利益、経常利益はそれ

ぞれ4,703千円減少し、税引前当期純利益は15,404千円

減少しております。また、当会計基準等の適用開始によ

る資産除去債務の変動額は61,315千円であります。

（８）【財務諸表に関する注記事項】

(貸借対照表関係)

前事業年度 
(平成22年３月31日)

当事業年度 
(平成23年３月31日)

※１ 分別管理信託

外国為替証拠金取引に係る顧客から受け入れた取

引証拠金等を分別保管するため、信託銀行と顧客

区分管理信託契約を締結しております。

※１         同  左

 

※２ 顧客預り勘定

顧客との外国為替証拠金取引により発生するもの

であり、顧客から受け入れた取引証拠金に顧客の

損益を含めた残高で表示しております。

なお、顧客預り勘定の内訳は下記のとおりであり

ます。

 

預り証拠金 14,592,292千円

確定損益未受渡分 25,177千円

未決済残高評価損益 △3,504,531千円

顧客預り勘定 合計 11,112,937千円

 
 

※２ 顧客預り勘定

顧客との外国為替証拠金取引により発生するもの

であり、顧客から受け入れた取引証拠金に顧客の

損益を含めた残高で表示しております。

なお、顧客預り勘定の内訳は下記のとおりであり

ます。

 

預り証拠金 22,680,681千円

確定損益未受渡分 58,556千円

未決済残高評価損益 △4,023,681千円

顧客預り勘定 合計 18,715,556千円

 

(損益計算書関係)

前事業年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当事業年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

 

※１ 販売費に属する費用のおおよその割合は56％、一

般管理費に属する費用のおおよその割合は44％で

あります。

主な内訳は次のとおりであります。

役員報酬 97,916千円

給与手当 311,942千円

広告宣伝費 295,639千円

ポイント引当金繰入額 21,006千円

減価償却費 93,377千円

支払報酬 110,524千円

地代家賃 90,272千円

※１ 販売費に属する費用のおおよその割合は62％、一

般管理費に属する費用のおおよその割合は38％で

あります。

主な内訳は次のとおりであります。

役員報酬 105,016千円

給与手当 325,490千円

広告宣伝費 510,921千円

ポイント引当金繰入額 33,128千円

減価償却費 100,401千円

支払報酬 96,892千円

地代家賃 74,044千円
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前事業年度(自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日） 

１．発行済株式に関する事項 

 
  

２．自己株式に関する事項 

 
（変動事由の概要） 

 増加数の主な内訳は、次のとおりであります。 

   取締役会決議による自己株式の取得による増加 712株 

  

３．新株予約権等に関する事項 

 
(注) １ 目的となる株式の数は、権利行使可能数を記載しております。 

２ 目的となる株式の数の変動事由の概要 

第７回新株予約権の減少は、権利失効によるものです。 

３ 第７回新株予約権は、権利行使期間の初日が到来しておりません。 

  

４ 配当に関する事項 

 (1) 配当金支払額 

前事業年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当事業年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

 

 

※２ 固定資産除却損

固定資産除却損の内訳は以下のとおりでありま

す。

建物 998千円

ソフトウェア 538千円

合計 1,537千円

※３ 固定資産臨時償却費

平成21年９月に行われた本社の移転に伴い、旧本

社における建物等の臨時償却を行ったものであ

り、内容は次のとおりであります。

建物 43,139千円

工具、器具及び備品 5,422千円

ソフトウェア 246千円

合計 48,808千円

 

 

※２ 固定資産除却損

固定資産除却損の内訳は以下のとおりでありま

す。

工具、器具及び備品 42千円

※３ 固定資産臨時償却費

予定されるシステムの変更に伴い、当事業年度末

に耐用年数の変更を行ったソフトウェアについ

て、当事業年度において臨時償却を行ったことに

よるものであります。 

 

ソフトウェア 6,140千円

(株主資本等変動計算書関係)

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 54,591 ― ― 54,591

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 3,811 712 ― 4,523

新株予約権の内訳
目的となる 

株式の種類

目的となる株式の数(株） 当事業年

度末残高

(千円)

摘要前事業 

年度末
増加 減少

当事業 

年度末

第５回新株予約権(ストック・ 

オプションとしての新株予約権)
普通株式 5,700 ― ― 5,700 ―

第７回新株予約権(ストック・  

オプションとしての新株予約権)
普通株式 983 ― 30 953 22,181 (注)２

合計 6,683 ― 30 6,653 22,181

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成21年６月26日 
定時株主総会

普通株式 25,390 500.00 平成21年３月31日 平成21年６月29日
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 (2) 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの 

 
  

当事業年度(自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日） 

１．発行済株式に関する事項 

 
  

２．自己株式に関する事項 

 
（変動事由の概要） 

 増加数の主な内訳は、次のとおりであります。 

   取締役会決議による自己株式の取得による増加 481株 

  

３．新株予約権等に関する事項 

 
(注) １ 目的となる株式の数は、権利行使可能数を記載しております。 

２ 目的となる株式の数の変動事由の概要 

第８回新株予約権の増加は、発行によるものであります。 

３ 第８回新株予約権は、権利行使期間の初日が到来しておりません。 

  

４ 配当に関する事項 

 (1) 配当金支払額 

 
  

 (2) 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの 

 
  

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成22年６月25日 
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 25,034 500.00 平成22年３月31日 平成22年６月28日

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 54,591 ― ― 54,591

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 4,523 481 ― 5,004

新株予約権の内訳
目的となる 

株式の種類

目的となる株式の数(株） 当事業年

度末残高

(千円)

摘要前事業 

年度末
増加 減少

当事業 

年度末

第５回新株予約権(ストック・ 

オプションとしての新株予約権)
普通株式 5,700 ― ― 5,700 ―

第７回新株予約権(ストック・  

オプションとしての新株予約権)
普通株式 953 ― ７ 946 26,421

第８回新株予約権(ストック・  

オプションとしての新株予約権)
普通株式 ― 1,310 ― 1,310 1,190 (注)２

合計 6,653 1,310 ７ 7,956 27,611

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成22年６月25日 
定時株主総会

普通株式 25,034 500.00 平成22年３月31日 平成22年６月28日

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成23年６月24日 
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 89,256 1,800.00 平成23年３月31日 平成23年６月27日
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Ⅰ 前事業年度（自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日） 

１．金融商品の状況に関する事項 

(1) 金融商品に関する取組方針 

当社は、外国為替証拠金取引を主たる事業としております。顧客等を相手方とする外国為替証拠金取

引は、当社が顧客等に対して提示する為替レートに対して、主にインターネットや電話を通じて注文を

受け付け受諾することにより取引が成立いたします。また、当社は、当該取引から生ずる為替変動リス

クを回避するため、カウンターパーティーに対してカバー取引を行っております。 

 当社は、自己資金を用いて、事業の運営のために必要な資金を手当しておりますが、設備投資等を行

う際には、短期的に銀行借入を行う場合もあります。余剰資金については、主に安全性の高い金融資産

で運用しております。 

(2) 金融商品の内容及びそのリスク 

分別管理信託は、外国為替証拠金取引に係る顧客から受け入れた取引証拠金等を区分管理するための

ものであり、信託銀行と顧客区分管理信託契約を締結しておりますが、契約内容が履行されない場合に

発生する信用リスクに晒されています。また、カウンターパーティーを相手方とするカバー取引を行っ

ておりますが、決済履行に係る信用リスクに晒されています。また、外貨建て資産・負債を含んでいる

ため、流動性リスク及び為替変動リスクに晒されています。 

顧客預り勘定は、外国為替証拠金取引により発生するものであり、顧客から受け入れた取引証拠金に

顧客の損益（評価損益を含む）を含めた残高を表していますが、顧客が預け入れた証拠金等以上に損失

を被ることにより発生する未収金が回収できない可能性を含んだ顧客の信用リスク、顧客との相対取引

での決済履行に係る信用リスク、取引先金融機関の信用リスクに晒されています。また、外貨建て資

産・負債を含んでいるため、流動性リスク及び為替変動リスクに晒されています。 

現金及び預金は、取引先金融機関の信用リスクに晒されています。 

投資有価証券は、業務上の関係を有する企業の株式、または、運用会社が組成・発行する有価証券で

あり、市場価格の変動や為替等の変動を含んだ市場リスク、また、保有有価証券を発行・組成する各発

行体の信用リスクに晒されています。 

差入保証金は、賃貸人等に対し契約締結時に敷金及び保証金等を差し入れております。 

未払金に関しては、概ね１年以内の支払期日であります。 

(3) 金融商品に係るリスク管理体制 

 当社の金融商品に係るリスク管理は、金融商品取引法第46条の６に定める自己資本規制比率の管理を

基礎に実施しております。 

(キャッシュ・フロー計算書関係)

前事業年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当事業年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係

現金及び預金 2,190,410千円

外国為替証拠金取引顧客分別金 △38,217千円

分別管理信託（自己勘定） 330,262千円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △1,500,000千円

 現金及び現金同等物 982,455千円

 
 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係

現金及び預金 2,119,184千円

外国為替証拠金取引顧客分別金 △76,871千円

分別管理信託（自己勘定） 982,433千円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △1,500,000千円

現金及び現金同等物 1,524,746千円

 

(金融商品関係)
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このため、信用リスク（取引先リスク）及び市場リスクについては、金融商品取引業等に関する内閣

府令第178条及び「金融商品取引業者の市場リスク相当額、取引先リスク相当額及び基礎的リスク相当

額の算出の基準等を定める件」に基づき、毎営業日、これらのリスクをリスク相当額として定量的に算

出した上で自己資本規制比率を算出しています。 

外国為替証拠金取引に係るリスク管理体制は、為替持高管理事務に係る内規に基づき、カバー取引業

務を行う部門（市場業務部）から独立している管理部門（業務管理部）が日次においてポジション及び

売買損益の状況をチェックすることにより、カバー取引業務を行う部門に対する牽制を行っておりま

す。また、その内容については、日次で役員及び関連部署に報告されています。 

・信用リスクの管理 

 顧客との外国為替証拠金取引は、当社の定める取引証拠金を収受しない限り発注できず、かつ取引成

立後の為替変動によっては、顧客により追加預託を受けるか、顧客の持高の全部を強制決済するか、も

しくは、一定水準において自動ロスカットを行うことになっているため、契約不履行により発生する顧

客の信用リスクを大幅に低減しております。 

カウンターパーティーとのカバー取引は、信用度の高い金融機関とのみ取引を行っているため、契約

不履行によるリスクは少ないものと認識しております。また、当社のカバー取引のスキームは、カバー

取引先及び顧客資産の区分管理信託先を同一の金融機関で行っているため、カバー取引を行う際に必要

な自己資金を差し入れる必要がなく、同時にカバー取引に係る損益金の立替が発生しないため、カウン

ターパーティーの信用状況に起因する信用リスクは大幅に低減しております。 

預金、有価証券、差入保証金や未払金等については、信用度の高い金融機関のみに限定したり、発行

体、資金の差入先並びに契約締結先等に対して、定期的に残高の管理、時価及び財政状態等の把握を行

い、回収懸念等の早期把握と信用リスクの低減を行っております。 

・市場リスクの管理 

当社の外国為替証拠金取引は、顧客との相対取引であるため、同数量のカバー取引を行うまでの間、

為替変動によるリスクを有しております。顧客との取引により生ずる当社の為替の持高については、適

時にカウンターパーティーに対してカバー取引を行うことにより為替変動リスクを回避しており、当該

業務運用時の損失限度基準を含む為替の持高限度基準は為替持高管理事務に係る内規において定めてお

り、リスクの低減を図っております。 

・流動性リスクの管理 

当社の外国為替証拠金取引スキームは、カウンターパーティーとの間でカバー取引を行う際に必要な

自己資金の差し入れを必要とせず立替金も発生しないため、外国為替証拠金取引事業を継続的に行って

いくに当たり存在する流動性リスクに関しては極めて限定的となっております。そのため、当社が管理

すべき流動性リスクは、一般商取引に係る取引時等に発生する流動性リスクであり、高い手許流動性の

維持を図ることでリスクの管理を行っております。 

  

２．金融商品の時価等に関する事項 

平成22年３月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりでありま

す。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含めておりません（(注)２を

ご参照下さい。）。 
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(注) １ 金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項 

資産 

(1) 現金及び預金 

預金は全て短期であるため、時価は帳簿価格にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。 

(2) 分別管理信託 

分別管理信託は、事業年度末の直物為替相場により時価を算定しております。 

(3) 投資有価証券 

時価について、株式は取引所の価格によっております。また、保有目的毎の有価証券に関する注記事項につ

いては、「有価証券関係」を参照下さい。 

負債 

(1) 未払金、(2) 未払法人税等 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっておりま

す。 

(3) 顧客預り勘定 

顧客預り勘定は、事業年度末の直物為替相場により時価を算定しております。 

２ 時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品 

 
出資証券については、市場価格がなく時価を把握することが極めて困難と認められるため「(3)投資有価

証券 その他有価証券」には含めておりません。 

差入保証金については、主に、当社が本社として使用しているオフィスの賃貸借契約に係る敷金でありま

す。当社は、現時点で本社を移転する計画はなく、差入保証金の将来キャッシュ・フローを見積ることがで

きず、また、市場価格も存在せず時価を把握することが極めて困難と認められるため表中には含めておりま

せん。 

３ 金銭債権及び満期がある有価証券の決算日後の償還予定額 

 
  

Ⅱ 当事業年度（自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日） 

１．金融商品の状況に関する事項 

貸借対照表計上額
（千円）

時価
(千円)

差額 
(千円)

(1) 現金及び預金 2,190,410 2,190,410 ―

(2) 分別管理信託 11,446,517 11,446,517 ―

(3) 投資有価証券

   その他有価証券 4,000 4,000 ―

資産計 13,640,928 13,640,928 ―

(1) 未払金 85,631 85,631 ―

(2) 未払法人税等 3,794 3,794 ―

(3) 顧客預り勘定 11,112,937 11,112,937 ―

負債計 11,202,364 11,202,364 ―

区分
貸借対照表計上額

(千円)

その他有価証券

 出資証券 121,000

差入保証金 68,035

１年以内
（千円）

１年超５年以内 
（千円）

５年超10年以内
(千円)

現金及び預金 2,190,410 ― ―

分別管理信託 11,446,517 ― ―

合計 13,636,928 ― ―
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(1) 金融商品に関する取組方針 

当社グループは、外国為替証拠金取引を主たる事業としております。顧客等を相手方とする外国為替

証拠金取引は、当社が顧客等に対して提示する為替レートに対して、主にインターネットや電話を通じ

て注文を受け付け受諾することにより取引が成立いたします。また、当社は、当該取引から生ずる為替

変動リスクを回避するため、カウンターパーティーに対してカバー取引を行っております。 

 当社グループは、設備投資に必要な資金や短期的な運転資金は、原則として自己資金により賄ってお

り、余剰資金については、安全性の高い金融商品に限定して運用しております。またデリバティブ取引

は、将来の為替の変動によるリスク回避、運用収益の獲得を目的としておりますが、投機的な取引は一

切行わない方針であります。資金調達については、資金計画に基づいて行っており、自己資金で賄えな

い部分については、金融機関からの借入れによっております。 

(2) 金融商品の内容及びそのリスク 

分別管理信託は、外国為替証拠金取引に係る顧客から受け入れた取引証拠金等を区分管理するための

ものであり、信託銀行と顧客区分管理信託契約を締結しておりますが、契約内容が履行されない場合に

発生する信用リスクに晒されています。また、カウンターパーティーを相手方とするカバー取引を行っ

ておりますが、決済履行に係る信用リスクに晒されています。また、外貨建て資産・負債を含んでいる

ため、流動性リスク及び為替変動リスクに晒されています。 

顧客預り勘定は、外国為替証拠金取引により発生するものであり、顧客から受け入れた取引証拠金に

顧客の損益（評価損益を含む）を含めた残高を表していますが、顧客が預け入れた証拠金等以上に損失

を被ることにより発生する未収金が回収できない可能性を含んだ顧客の信用リスク、顧客との相対取引

での決済履行に係る信用リスク、取引先金融機関の信用リスクに晒されています。また、外貨建て資

産・負債を含んでいるため、流動性リスク及び為替変動リスクに晒されています。 

現金及び預金は、取引先金融機関の信用リスクに晒されています。 

投資有価証券は、運用会社が組成・発行する有価証券であり、市場価格の変動や為替等の変動を含ん

だ市場リスク、また、保有有価証券を発行・組成する各発行体の信用リスクに晒されています。 

差入保証金は、賃貸人等に対し契約締結時に敷金及び保証金等を差し入れており、相手方の信用リス

クに晒されています。 

未払金に関しては、概ね１年以内の支払期日であります。 

借入金の使途は、主に運転資金及び設備投資資金であり、変動金利の借入金は、金利変動リスクに晒

されておりますが、支払金利の変動リスクを回避し、支払利息の固定化を図るためにデリバティブ取引

（金利スワップ取引）をヘッジ手段として利用しております。 

(3) 金融商品に係るリスク管理体制 

当社の金融商品に係るリスク管理は、金融商品取引法第46条の６に定める自己資本規制比率の管理を

基礎に実施しております。 

このため、信用リスク（取引先リスク）及び市場リスクについては、金融商品取引業等に関する内閣

府令第178条及び「金融商品取引業者の市場リスク相当額、取引先リスク相当額及び基礎的リスク相当

額の算出の基準等を定める件」に基づき、毎営業日、これらのリスクをリスク相当額として定量的に算

出した上で自己資本規制比率を算出しています。 

 外国為替証拠金取引に係るリスク管理体制は、為替持高管理事務に係る内規に基づき、カバー取引業

務を行う部門（市場業務部）から独立している管理部門（業務管理部）が日次においてポジション及び

売買損益の状況をチェックすることにより、カバー取引業務を行う部門に対する牽制を行っておりま
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す。また、その内容については、日次で役員及び関連部署に報告されています。 

①信用リスクの管理 

 顧客との外国為替証拠金取引は、当社の定める取引証拠金を収受しない限り発注できず、かつ取引成

立後の為替変動によっては、顧客により追加預託を受けるか、顧客の持高の全部を強制決済するか、も

しくは、一定水準において自動ロスカットを行うことになっているため、契約不履行により発生する顧

客の信用リスクを大幅に低減しております。 

カウンターパーティーとのカバー取引は、信用度の高い金融機関とのみ取引を行っているため、契約

不履行によるリスクは少ないものと認識しております。また、当社のカバー取引のスキームは、カバー

取引先及び顧客資産の区分管理信託先を同一の金融機関で行っているため、カバー取引を行う際に必要

な自己資金を差し入れる必要がなく、同時にカバー取引に係る損益金の立替が発生しないため、カウン

ターパーティーの信用状況に起因する信用リスクは大幅に低減しております。 

預金、有価証券、差入保証金や未払金等については、信用度の高い金融機関のみに限定したり、発行

体、資金の差入先並びに契約締結先等に対して、定期的に残高の管理、時価及び財政状態等の把握を行

い、回収懸念等の早期把握と信用リスクの低減を行っております。 

②市場リスクの管理 

当社の外国為替証拠金取引は、顧客との相対取引であるため、同数量のカバー取引を行うまでの間、

為替変動によるリスクを有しております。顧客との取引により生ずる当社の為替の持高については、適

時にカウンターパーティーに対してカバー取引を行うことにより為替変動リスクを回避しており、当該

業務運用時の損失限度基準を含む為替の持高限度基準は為替持高管理事務に係る内規において定めてお

り、リスクの低減を図っております。 

③流動性リスクの管理 

当社の外国為替証拠金取引スキームは、カウンターパーティーとの間でカバー取引を行う際に必要な

自己資金の差し入れを必要とせず立替金も発生しないため、外国為替証拠金取引事業を継続的に行って

いくに当たり存在する流動性リスクに関しては極めて限定的となっております。そのため、当社が管理

すべき流動性リスクは、一般商取引に係る取引時等に発生する流動性リスクであり、高い手許流動性の

維持を図ることでリスクの管理を行っております。 
  

２．金融商品の時価等に関する事項 

平成23年３月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりでありま

す。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含めておりません（(注)３を

ご参照下さい。）。 

貸借対照表計上額
（千円）

時価
(千円)

差額 
(千円)

(1) 現金及び預金 2,119,184 2,119,184 ―

(2) 分別管理信託 19,678,088 19,678,088 ―

資産計 21,797,273 21,797,273 ―

(1) 未払金 166,854 166,854 ―

(2) 未払法人税等 96,925 96,925 ―

(3) 顧客預り勘定 18,715,556 18,715,556 ―

(4) 長期借入金 200,000 200,000 ―

負債計 19,179,335 19,179,335 ―
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(注) １ 長期借入金には、１年内返済予定のものを含めております。 

２ 金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項 

資産 

(1) 現金及び預金 

預金は全て短期であるため、時価は帳簿価格にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。 

(2) 分別管理信託 

分別管理信託は、事業年度末の直物為替相場により時価を算定しております。 

負債 

(1) 未払金、(2) 未払法人税等 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっておりま

す。 

(3) 顧客預り勘定 

顧客預り勘定は、事業年度末の直物為替相場により時価を算定しております。 

(4) 長期借入金 

長期借入金の時価については、長期借入金は金利スワップの特例処理の対象とされており、当該金利スワッ

プを一体として処理された元利金の合計額を、同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引いて

算定する方法によっております。なお、期末日において金利差がないため、現在価値額は当該帳簿価額と同

額となっております。 

デリバティブ取引 

金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理されているた

め、その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載しております。 

金利スワップ以外のデリバティブ取引は、「デリバティブ取引関係」に記載しております。 

３ 時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品 

 
関係会社株式及び出資証券については、市場価格がなく時価を把握することが極めて困難と認められるた

め「金融商品の時価等に関する事項」には含めておりません。 

差入保証金については、主に、当社が本社として使用しているオフィスの賃貸借契約に係る敷金でありま

す。当社は、現時点で本社を移転する計画はなく、差入保証金の将来キャッシュ・フローを見積ることがで

きず、また、市場価格も存在せず時価を把握することが極めて困難と認められるため表中には含めておりま

せん。 

４ 金銭債権及び満期がある有価証券の決算日後の償還予定額 

 
５ 長期借入金の決算日後の返済予定額 

 
  

区分
貸借対照表計上額

(千円)

その他有価証券

 関係会社株式（非上場）

 出資証券

8,146

121,000

差入保証金 68,035

１年以内
（千円）

１年超５年以内 
（千円）

５年超10年以内
(千円)

現金及び預金 2,119,184 ― ―

分別管理信託 19,678,088 ― ―

合計 21,797,273 ― ―

１年以内
（千円）

１年超
２年以内
（千円）

２年超
３年以内
（千円）

３年超
４年以内
（千円）

４年超 
５年以内
（千円）

５年超
（千円）

長期借入金 40,000 40,000 40,000 40,000 40,000 ―
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前事業年度(自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日) 

ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引 

ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引について、取引の対象物の種類毎の事業年度末日に

おける契約額又は契約額等の時価、評価額、評価損益等の算定方法は次のとおりであります。 

通貨関連 

前事業年度末（平成22年３月31日） 

顧客とのデリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益 

(千円) 

 
(注) １ 顧客との未決済の外国為替証拠金取引に係る上記評価損益については、貸借対照表において顧客預り勘定に

含めて表示しております。 

２ 時価の算定方法  事業年度末の直物為替相場により算定しております。 

なお、従来時価として表示していた外貨建ての契約額に事業年度末の直物為替相場を乗じた金額を、当事業

年度末より契約額等の時価として表示し、外貨建ての契約額に事業年度末の直物為替相場を乗じた金額と円

貨建ての契約額の差額を時価（評価額）として表示しております。 

  

カウンターパーティーとのデリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益 

(千円)  

 
(注) １ カウンターパーティーとのカバー取引は区分管理信託において実施されており、上記評価損益については、

貸借対照表において分別管理信託に含めて表示しております。 

２ 時価の算定方法  事業年度末の直物為替相場により算定しております。 

なお、従来時価として表示していた外貨建ての契約額に事業年度末の直物為替相場を乗じた金額を、当事業

年度末より契約額等の時価として表示し、外貨建ての契約額に事業年度末の直物為替相場を乗じた金額と円

貨建ての契約額の差額を時価（評価額）として表示しております。 

  

当事業年度(自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日) 

ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引 

ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引について、取引の対象物の種類毎の事業年度末日に

おける契約額又は契約額等の時価、評価額、評価損益等の算定方法は次のとおりであります。 

通貨関連 

当事業年度末（平成23年３月31日） 

顧客とのデリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益 

(デリバティブ取引関係)

種類 契約額等
契約額等のうち

１年超
契約額等の時価 評価額 評価損益

外国為替証拠金取引

売建 30,154,566 ― 27,188,728 2,965,838 2,965,838

買建 11,796,692 ― 12,335,385 538,693 538,693

合計 ─ ─ ─ 3,504,531 3,504,531

種類 契約額等
契約額等のうち

１年超
契約額等の時価 評価額 評価損益

為替予約

売建 24,634,634 ― 24,619,229 15,405 15,405

買建 38,934,832 ― 39,113,902 179,070 179,070

合計 ─ ─ ─ 194,475 194,475
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(千円) 

 
(注) １ 顧客との未決済の外国為替証拠金取引に係る上記評価損益については、貸借対照表において顧客預り勘定に

含めて表示しております。 

２ 時価の算定方法  事業年度末の直物為替相場により算定しております。 

  

カウンターパーティーとのデリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益 

(千円) 

 
(注) １ カウンターパーティーとのカバー取引は区分管理信託において実施されており、上記評価損益については、

貸借対照表において分別管理信託に含めて表示しております。 

２ 時価の算定方法  事業年度末の直物為替相場により算定しております。 

  

前事業年度（自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日） 

１．当事業年度における費用計上額及び科目名 

販売費及び一般管理費の株式報酬費用   13,122千円 

  

２．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況 

(1) ストック・オプションの内容 

種類 契約額等
契約額等のうち

１年超
契約額等の時価 評価額 評価損益

外国為替証拠金取引

売建 40,382,489 ― 36,907,237 3,475,252 3,475,252

買建 17,389,151 ― 17,937,581 548,429 548,429

合計 ─ ─ ─ 4,023,681 4,023,681

種類 契約額等
契約額等のうち

１年超
契約額等の時価 評価額 評価損益

為替予約

売建 35,353,922 ― 35,408,172 △54,250 △54,250

買建 54,411,087 ― 54,717,651 306,564 306,564

合計 ─ ─ ─ 252,313 252,313

(ストック・オプション等関係)
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(注) １ 株式数に換算して記載しております。 

２ 権利確定条件及び対象勤務期間は、新株予約権割当契約書に明記されておりません。新株予約権割当契約書

における新株予約権の行使期間及び行使の条件を基に、ストック・オプション等に関する会計基準に基づき

ストック・オプションの権利行使期間の開始日の前日を権利確定日と見なした上で権利確定条件及び対象勤

務期間を記載しております。 

  

(2) ストック・オプションの規模及びその変動状況 

当事業年度（平成22年３月期）において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプシ

ョンの数については、株式数に換算して記載しております。 

① ストック・オプションの数 

   
② 単価情報 

 
  

第５回新株予約権 第７回新株予約権

付与対象者の区分及び人数
当社の取締役 ２名 
当社の従業員 １名

当社の取締役 ２名 
当社の従業員 56名

ストック・オプション数（注）１ 普通株式 5,700株 普通株式 990株

付与日 平成17年12月20日 平成20年８月５日

権利確定条件（注）２

 付与日（平成17年12月20日）
以降、権利確定日（平成19年12
月20日）まで継続して勤務して
いること。但し、任期満了によ
る退任、定年退職その他これに
準ずる正当な理由のある場合は
この限りではありません。

付与日（平成20年８月５日）
以降、権利確定日（平成22年８
月５日）まで継続して勤務して
いること。但し、任期満了によ
る退任、定年退職その他これに
準ずる正当な理由のある場合は
この限りではありません。

対象勤務期間（注）２
自 平成17年12月20日
至 平成19年12月20日

自 平成20年８月５日 
至 平成22年８月５日

権利行使期間
平成19年12月21日から
平成27年12月１日まで

平成22年８月６日から 
平成30年６月26日まで

第５回新株予約権 第７回新株予約権

権利確定前        (株)

前事業年度末 ― 983

付与 ― ―

失効 ― 30

権利確定 ― ―

未確定残 ― 953

権利確定後        (株)

前事業年度末 5,700 ―

権利確定 ― ―

権利行使 ― ―

失効 ― ―

未行使残 5,700 ―

第５回新株予約権 第７回新株予約権

権利行使価格       (円) 50,000 65,310

行使時平均株価      (円) ― ―

公正な評価単価      (円) ― 27,930
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３．当事業年度に付与されたストック・オプションの公正な評価単価の見積方法 

当事業年度に付与されたストック・オプションはありません。 

  

４．ストック・オプションの権利確定数の見積方法 

基本的には、将来の失効数の合理的な見積りは困難であるため、実績の失効数のみを反映させる方法を

採用しております。 

  

 当事業年度（自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日） 

１．当事業年度における費用計上額及び科目名 

販売費及び一般管理費の株式報酬費用   5,486千円 

  

２．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況 

(1) ストック・オプションの内容 

 
(注) １ 株式数に換算して記載しております。 

２ 権利確定条件及び対象勤務期間は、新株予約権割当契約書に明記されておりません。新株予約権割当契約書

における新株予約権の行使期間及び行使の条件を基に、ストック・オプション等に関する会計基準に基づき

ストック・オプションの権利行使期間の開始日の前日を権利確定日と見なした上で権利確定条件及び対象勤

務期間を記載しております。 

３ 第８回新株予約権の付与対象者の区分及び人数欄の当社の従業員数に使用人兼務取締役の２名を含めており

ません。 

  

(2) ストック・オプションの規模及びその変動状況 

当事業年度（平成23年３月期）において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプシ

ョンの数については、株式数に換算して記載しております。 

第５回新株予約権 第７回新株予約権 第８回新株予約権

付与対象者の区分及び人数
当社の取締役 ２名 
当社の従業員 １名

当社の取締役 ２名
当社の従業員 56名

当社の取締役 ４名
当社の従業員 59名

ストック・オプション数（注）１ 普通株式 5,700株 普通株式 990株 普通株式 1,310株

付与日 平成17年12月20日 平成20年８月５日 平成23年３月31日

権利確定条件（注）２

 付与日（平成17年12
月20日）以降、権利確
定日（平成19年12月20
日）まで継続して勤務
していること。但し、
任期満了による退任、
定年退職その他これに
準ずる正当な理由のあ
る場合はこの限りでは
ありません。

付与日（平成20年８
月５日）以降、権利確
定日（平成22年８月５
日）まで継続して勤務
していること。但し、
任期満了による退任、
定年退職その他これに
準ずる正当な理由のあ
る場合はこの限りでは
ありません。

付与日（平成23年３
月31日）以降、権利確
定日（平成25年３月30
日）まで継続して勤務
していること。但し、
任期満了による退任、
定年退職その他これに
準ずる正当な理由のあ
る場合はこの限りでは
ありません。

対象勤務期間（注）２
自 平成17年12月20日
至 平成19年12月20日

自 平成20年８月５日
至 平成22年８月５日

自 平成23年３月31日
至 平成25年３月30日

権利行使期間
平成19年12月21日から
平成27年12月１日まで

平成22年８月６日から
平成30年６月26日まで

平成25年３月31日から
平成32年６月24日まで
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① ストック・オプションの数 

   
② 単価情報 

 
  

３．当事業年度に付与されたストック・オプションの公正な評価単価の見積方法 

(1) 使用した評価技法   ブラック・ショールズ式 

(2) 主な基礎数値及び見積数値 

 
(注) １ 株価変動性の見積りに使用した株価実績の計算期間は以下のとおりです。 

平成19年10月22日～平成23年３月21日（予想残存期間に対応する過去期間、ただし平成19年10月の上場以降

週次） 

２ 『ストック・オプション等に関する会計基準の適用指針』の14（ストック・オプションの予想残存期間）に

基づき、算定時点から権利行使期間の中間点までの期間と推定して見積っております。 

３ 直近年間配当額500円／付与日株価 で見積っております。 

４ 予想残存期間に対応する期間に対応する分離元本国債のスポットレート（日本証券業協会発表）を線形補間

して見積っております。 

  

４．ストック・オプションの権利確定数の見積方法 

基本的には、将来の失効数の合理的な見積りは困難であるため、実績の失効数のみを反映させる方法を

採用しております。 

  

第５回新株予約権 第７回新株予約権 第８回新株予約権

権利確定前        (株)

前事業年度末 ― 953 ―

付与 ― ― 1,310

失効 ― ３ ―

権利確定 ― 950 ―

未確定残 ― ― 1,310

権利確定後        (株)

前事業年度末 5,700 ― ―

権利確定 ― 950 ―

権利行使 ― ― ―

失効 ― ４ ―

未行使残 5,700 946 ―

第５回新株予約権 第７回新株予約権 第８回新株予約権

権利行使価格       (円) 50,000 65,310 37,750

行使時平均株価      (円) ― ― ―

公正な評価単価      (円) ― 27,930 21,805

第８回新株予約権

株価変動性       (注)１ 75.6％

予想残存期間      (注)２ 5.62年

配当利回り       (注)３ 1.32％

無リスク利子率     (注)４ 0.58％
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前事業年度（自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日） 

当社は、関連会社を有しておりませんので、該当事項はありません。 
  

当事業年度（自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日） 

当社は、関連会社を有しておりませんので、該当事項はありません。 

  

当社は、外国為替証拠金取引事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。 

(追加情報) 

当事業年度より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号 平成21年３

月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号

平成20年３月21日）を適用しております。  

  

 
(注) １株当たり当期純利益金額又は純損失金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は以

下のとおりであります。 

(持分法投資損益等)

(セグメント情報等)

(セグメント情報)

(１株当たり情報)

項目
前事業年度

(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当事業年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

１株当たり純資産額 57,734円81銭 62,763円52銭

１株当たり当期純利益金額 
又は純損失金額（△）

△6,887円32銭 5,222円92銭

潜在株式調整後１株当たり当期純利
益金額

― ―

なお、潜在株式調整後１株当たり当

期純利益金額については、１株当た

り当期純損失であるため記載してお

りません。

なお、潜在株式調整後１株当たり当

期純利益金額については、希薄化効

果を有する潜在株式が存在しないた

め記載しておりません。

項目
前事業年度

(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当事業年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

損益計算書上の当期純利益又は純損失（△） (千円) △347,458 260,856

普通株主に帰属しない金額 (千円) ― ―

普通株式に係る当期純利益又は純損失（△） (千円) △347,458 260,856

普通株式の期中平均株式数(株) 50,449 49,945

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定に用いら

れた普通株式増加数 (株) 

（うち新株予約権にかかる増加数 (株) ）

 

― 

(―)

 

― 

(―)

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり 

当期純利益金額の算定に含まれなかった潜在株式の概要

平成17年12月２日臨時株主
総会決議ストック・オプシ
ョ ン（新 株 予 約 権 5,700
個）普通株式5,700株 
平成20年６月27日定時株主
総会決議ストック・オプシ
ョン（新株予約権953個）
普通株式953株

平成17年12月２日臨時株主
総会決議ストック・オプシ
ョ ン（新 株 予 約 権 5,700
個）普通株式5,700株 
平成20年６月27日定時株主
総会決議ストック・オプシ
ョン（新株予約権946個）
普通株式946株 
平成22年６月25日定時株主
総会決議ストック・オプシ
ョ ン（新 株 予 約 権 1,310
個）普通株式1,310株
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(重要な後発事象)

前事業年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当事業年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

ストックオプション（新株予約権）の付与

当社は、平成22年６月25日開催の第８回定時株主総会

において会社法第236条、第238条及び第239条の規定に

基づき、当社取締役および従業員に対し、ストックオプ

ションとして発行する新株予約権の募集事項の決定を取

締役会に委任することにつき、下記の内容の決議を行っ

ております。なお当社取締役に対する新株予約権付与

は、会社法第361条の報酬等に該当いたします。

記

１．特に有利な条件をもって新株予約権を発行する理由

当社の業績向上に対する意欲や士気を高めることを目

的として、当社取締役および従業員に対し、新株予約権

を発行するものであります。また、当社取締役に対して

新株予約権を付与することについては、ストックオプシ

ョンの目的で付与するものであり、取締役の報酬等とし

て相当であると存じます。

自己の株式の取得に係る事項の決定

当社は、平成23年４月14日開催の取締役会において、

会社法第165条第３項の規定により読み替えて適用され

る同法第156条の規定に基づき、自己の株式の取得に係

る事項を決議いたしました。

記

１．自己の株式の取得を行う理由

経営環境の変化等に対応した機動的な資本政策の遂行

を可能にするとともに、資本効率の向上を通じて更なる

株主還元をはかるため、自己の株式の取得を実施するも

のであります。

２．取得対象株式の種類

  当社普通株式

３．取得しうる株式の総数

  1,000株を上限とする 

  （発行済株式総数に対する割合1.83％）

２．新株予約権の払込金額

金銭の払込みを要しないものとする。

３．新株予約権の割当日

 当社取締役会に委任するものとする。

４．新株予約権の内容

(１) 新株予約権の目的となる株式の種類および数

当社普通株式 1,310株とする。 

 なお、当社が株式分割または併合を行う場合、次の算

式により目的たる株式の数を調整するものとする。ただ

し、かかる調整は本件新株予約権のうち、当該時点で行

使されていない新株予約権の目的たる株式の数について

行われ、調整により生じる１株未満の端数については、

これを切り捨てる。

調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率

また、当社が合併、会社分割、株式交換または株式移

転（以下総称して「合併等」という。）を行う場合、株

式の無償割当を行う場合、その他株式数の調整を必要と

する場合には、合併等、株式の無償割当の条件等を勘案

のうえ、合理的な範囲内で株式数を調整することができ

る。

(２) 新株予約権の総数

1,310個を上限とする。なお、この内、当社取締役に

付与する新株予約権は700個、従業員に付与する新株予

約権は610個をそれぞれの上限とする（新株予約権１個

当たりの目的となる株式数は１株とする。ただし、上記

（１）に定める株式の数の調整を行った場合は、同様の

調整を行うものとする。）。

４．株式の取得価額の総額

 70百万円を上限とする

５．取得期間

  平成23年４月15日から平成24年３月31日まで
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前事業年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当事業年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

(３) 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

新株予約権の行使に際してする出資の目的は金銭と

し、その価額は、新株予約権の行使に際して払込みをす

べき１株当たりの金額（以下、「行使価額」という。）

に各新株予約権の目的である株式の数を乗じた価額と

し、行使価額は、新株予約権を割り当てる日（以下「割

当日」という。）の属する月の前月の各日（取引が成立

しない日を除く。）の株式会社大阪証券取引所における

当社普通株式の普通取引の終値の平均値に1.05を乗じた

金額とし、１円未満の端数は切り上げる。ただし、その

金額が割当日の終値（当日に終値がない場合は、それに

先立つ直近の終値）を下回る場合は、割当日の終値とす

る。なお、当社が当社普通株式につき株式分割または株

式併合を行う場合、上記の行使価額は、株式分割または

株式併合の比率に応じ、次の算式により調整されるもの

とし、調整により生じる１円未満の端数は切り上げる。

 

１

調整後行使価額＝調整前行使価額×────────

分割・併合の比率

また、当社が時価を下回る価額で当社普通株式につ

き、新株式の発行または自己株式の処分を行う場合（会

社法第194条の規定（単元未満株主による単元未満株式

売渡請求。）に基づく自己株式の売渡し、当社普通株式

に転換される証券もしくは転換できる証券または当社普

通株式の交付を請求できる新株予約権（新株予約権付社

債に付されたものを含む。）の転換または行使の場合を

除く。）、上記の行使価額は、次の算式により調整され

るものとし、調整により生じる１円未満の端数は切り上

げる。

上記算式において、「既発行株式数」とは当社の発行

済普通株式総数から当社が保有する普通株式に係る自己

株式数を控除した数とし、また、自己株式の処分を行う

場合には「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」

に読み替える。さらに、当社が合併等を行う場合、株式

の無償割当を行う場合、その他上記の行使価額の調整を

必要とする場合には、合併等の条件、株式の無償割当の

条件等を勘案のうえ、合理的な範囲内で行使価額を調整

することができる。

(４) 新株予約権を行使することができる期間

新株予約権の割当決議日の翌日から２年を経過した日

より平成32年６月24日までとする。ただし、行使期間の

最終日が会社の休日にあたるときは、その前営業日を最

終日とする。

(５) 新株予約権の行使により株式を発行する場合にお

ける増加する資本金および資本準備金に関する事項

①新株予約権の行使により株式を発行する場合において

増加する資本金の額は、会社計算規則第17条第１項に従
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前事業年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当事業年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額と

し、計算の結果１円未満の端数が生じたときは、その端

数を切り上げるものとする。

②新株予約権の行使により株式を発行する場合において

増加する資本準備金の額は、上記①記載の資本金等増加 

限度額から上記①に定める増加する資本金の額を減じた

金額とする。

(６) 新株予約権の行使の条件

①新株予約権者は、権利行使時において、当社または当

社の関係会社の取締役、監査役もしくは従業員の地位に

あることを要す。ただし、取締役、監査役が任期満了に

より退任した場合、または従業員が定年により退職した

場合にはこの限りではない。また、当社取締役会が正当

な理由があると認めた場合はこの限りでない。

②新株予約権の相続はこれを認めない。

③その他権利行使の条件は、平成22年６月25日開催の当

社第８回定時株主総会決議および同総会以後に開催され

る取締役会決議に基づき、当社と新株予約権者との間で

締結する「新株予約権割当契約書」に定めるところによ

る。

(７) 新株予約権の取得の条件

①当社は、新株予約権者が上記（６）による新株予約権

の行使の条件に該当しなくなった場合は、当該新株予約

権を無償で取得することができる。

②当社は、当社が消滅会社となる合併契約書承認の議案

が当社株主総会で承認された場合、または、当社が完全

子会社となる株式交換契約書承認の議案もしくは株式移

転計画承認の議案が当社株主総会で承認された場合は、

当社は新株予約権を無償で取得することができる。

(８) 譲渡による新株予約権の取得の制限

譲渡による新株予約権の取得については、当社取締役

会の決議による承認を要するものとする。

(９) 当社が組織再編を実施する際の新株予約権の取扱い

 組織再編に際して定める契約書または計画書等に、以

下に定める株式会社の新株予約権を交付する旨を定めた

場合には、当該組織再編の比率に応じて、以下に定める

株式会社の新株予約権を交付するものとする。 

①合併（当社が消滅する場合に限る。） 

 合併後存続する株式会社または合併により設立する株

式会社

②吸収分割 

 吸収分割をする株式会社がその事業に関して有する権

利義務の全部または一部を承継する株式会社

③新設分割 

 新設分割により設立する株式会社 

④株式交換 

 株式交換をする株式会社の発行済株式の全部を取得す

る株式会社

⑤株式移転 

 株式移転により設立する株式会社
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前事業年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当事業年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

(10) 新株予約権の行使により発生する端株の切捨て

新株予約権者に交付する株式の数に１株に満たない端

株がある場合には、これを切り捨てるものとする。

(11) 新株予約権のその他の内容

新株予約権に関するその他の内容については、今後開

催される募集新株予約権発行の取締役会で、その他の募

集事項と併せて定めるものとする。

株式報酬型ストックオプション（新株予約権）の付与

当社は、平成22年６月25日開催の第８回定時株主総会

において、会社法第236条、第238条及び第239条の規定

に基づき、当社取締役、監査役および従業員に対し、株

式報酬型ストックオプションとして発行する新株予約権

の募集事項の決定を取締役会に委任することにつき、下

記の内容の決議を行っております。なお、当社取締役お

よび監査役に対する新株予約権付与は、会社法第361条

の報酬等に該当いたします。

記

１．特に有利な条件をもって新株予約権を発行する理由

当社は、取締役、監査役および従業員の報酬体系を見

直し、本総会終結の時をもって報酬と当社の業績および

株式価値の連動性を明確にし、株主の皆様との価値共有

を高めるため、株式報酬型ストックオプションとして、

新株予約権を発行するものであります。また、当社取締

役および監査役に対し新株予約権を付与することについ

ては、株式報酬型ストックオプションの目的で付与する

ものであり、取締役および監査役の報酬等として相当で

あると存じます。

２．新株予約権の払込金額

金銭の払込みを要しないものとする。

３．新株予約権の割当日

 当社取締役会に委任するものとする。

４．新株予約権の内容

(１) 新株予約権の目的となる株式の種類および数

当社普通株式 700株とする。

なお、当社が株式分割または株式併合を行う場合、次

の算式により目的たる株式の数を調整するものとする。

ただし、かかる調整は本件新株予約権のうち、当該時点

で行使されていない新株予約権の目的たる株式の数につ

いて行われ、調整により生じる１株未満の端株について

は、これを切り捨てる。

調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 分割・併合の比率

また、当社が合併、会社分割、株式交換または株式移

転（以下総称して「合併等」という。）を行う場合、株

式の無償割当を行う場合、その他株式数の調整を必要と

する場合には、合併等、株式の無償割当の条件等を勘案

のうえ、合理的な範囲内で株式数を調整することができ

る。
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前事業年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当事業年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

(２) 新株予約権の総数

700個を上限とする。なお、この内、当社取締役に付

与する新株予約権は560個、当社監査役に付与する新株

予約権は40個、従業員に付与する新株予約権は100個を

それぞれの上限とする（新株予約権１個当たりの目的と

なる株式数は、１株とする。ただし、上記(１)に定める

株式の数の調整を行った場合は、同様の調整を行うもの

とする。）。

(３) 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

新株予約権の行使に際してする出資の目的は金銭と

し、その価額は、新株予約権の行使に際して払込みをす

べき１株当たりの金額（以下「行使価額」という。）に

各新株予約権の目的である株式の数を乗じた価額とし、

行使価額は１円とする。

(４) 新株予約権を行使することができる期間

新株予約権を割り当てる日（以下「割当日」とい

う。）から30年間とする。

(５) 新株予約権の行使により株式を発行する場合にお

いて増加する資本金および資本準備金に関する事項

①新株予約権の行使により株式を発行する場合において

増加する資本金の額は、会社計算規則第17条第１項に従

い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額と

し、計算の結果１円未満の端数が生じたときは、その端

数を切り上げるものとする。

②新株予約権の行使により株式を発行する場合において

増加する資本準備金の額は、上記①記載の資本金等増加

限度額から上記①に定める増加する資本金の額を減じた

金額とする。

(６) 新株予約権の行使の条件 

①上記（４）の新株予約権者は、権利行使時において、

当社の取締役、監査役および従業員のいずれの地位をも

喪失した日の翌日（以下、「権利行使開始日」とい

う。）から10日間に限り新株予約権を行使することがで

きるものとする。

②上記①にかかわらず平成52年６月24日に至るまで新株

予約権者が権利行使開始を迎えなかった場合には、その

新株予約権者はその新株予約権の権利を喪失する。

③新株予約権者が死亡した場合、新株予約権者の相続人

による本新株予約権の相続を認めるものとする。

④その他権利行使の条件は、平成22年６月25日開催の当

社第８回定時株主総会決議および同総会以後に開催され

る取締役会決議に基づき、当社と新株予約権者との間で

締結する「新株予約権割当契約書」に定めるところによ

る。

(７) 新株予約権の取得の条件

①当社は、新株予約権者が上記（６）による新株予約権

の行使の条件に該当しなくなった場合は、当該新株予約

権を無償で取得することができる。

②当社は、当社が消滅会社となる合併契約書承認の議案

が当社株主総会で承認された場合、または、当社が完全

子会社となる株式交換契約書承認の議案もしくは株式移

転計画承認の議案が当社株主総会で承認された場合は、

当社は新株予約権を無償で取得することができる。
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開示内容が定まった時点で開示いたします。  

  

前事業年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当事業年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

(８) 譲渡による新株予約権の取得の制限

譲渡による新株予約権の取得については、当社取締役

会の決議による承認を要するものとする。

(９) 当社が組織再編を実施する際の新株予約権の取扱い

組織再編に際して定める契約書または計画書等に、以

下に定める株式会社の新株予約権を交付する旨を定めた

場合には、当該組織再編の比率に応じて、以下に定める

株式会社の新株予約権を交付するものとする。

①合併（当社が消滅する場合に限る。）

合併後存続する株式会社または合併により設立する株

式会社

②吸収分割

吸収分割をする株式会社がその事業に関して有する権

利義務の全部または一部を承継する株式会社

③新設分割

新設分割により設立する株式会社

④株式交換

株式交換をする株式会社の発行済株式の全部を取得す

る株式会社

⑤株式移転

株式移転により設立する株式会社

(10) 新株予約権の行使により発生する端株の切捨て

新株予約権者に交付する株式の数に１株に満たない端

数がある場合には、これを切り捨てるものとする。

(11) 新株予約権のその他の内容

新株予約権に関するその他の内容については、今後開

催される募集新株予約権発行の取締役会で、その他の募

集事項と併せて定めるものとする。

５．その他

（１）役員の異動
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